
証 券 コ ー ド 2763
2021 年 ６ 月 ７ 日

株 主 各 位
東京都中央区日本橋蛎殻町二丁目13番6号

代表取締役社長 石 田 誠
第36回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第36回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申し上げ
ます。
　新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、本株主総会につきましては、極力、
書面により事前の議決権行使をいただき、株主様の健康状態にかかわらず、株主総会
当日のご来場をお控えいただきますようお願い申し上げます。
　なお、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書
用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2021年６月21日（月曜日）午後６時ま
でに到着するようご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬 具
記

1. 日 時 2021年６月22日（火曜日）午前10時
※受付開始時刻は、午前９時15分を予定しております。

2. 場 所 東京都台東区西浅草三丁目17番１号
浅草ビューホテル ４階 飛翔の間
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

3. 目 的 事 項
報 告 事 項 1. 第36期（2020年４月１日から2021年３月31日まで）

事業報告の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及
び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件

2. 第36期（2020年４月１日から2021年３月31日まで）
計算書類の内容報告の件

決 議 事 項
議 案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）８名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお
願い申し上げます。

◎ 本年も、感染拡大防止のため、座席の間隔を拡げることから、ご用意できる席数が例年より減少い
たします。そのため、当日会場に入場できる株主様の人数を制限する場合もございます。予めご了
承のほど、よろしくお願い申し上げます。

◎ 株主総会当日までの感染拡大の状況や政府等の発表内容等により上記対応を更新する場合がござい
ます。インターネット上の当社ウェブサイト （http://www.ftgroup.co.jp/）より、発信情報を
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ご確認くださいますよう、併せてお願い申し上げます。
◎ 会場受付付近で、株主様のためのアルコール消毒液を配備いたします。（ご来場の株主様は、マス
クの持参・常時着用をお願い申し上げます）

◎ ご来場の株主様で、発熱や体調不良が見受けられる方には、スタッフからお声かけさせていただく
場合がございます。

◎ 株主総会出席取締役及び運営スタッフは、体調を確認のうえマスク着用で応対をさせていただきま
す。

◎ 本総会においては、感染拡大防止のため開催時間を短縮する観点から、議場における報告事項（監
査報告を含みます）及び議案の詳細な説明は省略させていただきます。株主様におかれましては、
事前に招集通知にお目通しいただけますようお願い申し上げます。

◎ 総会ご出席者へのおみやげはご用意しておりませんので、あらかじめご了承いただきますようお願
い申し上げます。

◎ 株主総会参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、インターネット
上の当社ウェブサイト（http://www.ftgroup.co.jp/）に掲載させていただきます。
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株主総会参考書類

議 案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）８名選任の件
取締役（監査等委員である取締役を除く。）10名は本総会終結の時をもって任期
が満了となります。つきましては、経営体制の効率化のため取締役２名減員し、取
締役（監査等委員である取締役を除く。）８名の選任をお願いいたしたいと存じま
す。
なお、本議案について監査等委員会において検討がなされ、意見陳述すべき特段

の事項はないとの結論に至っております。
取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏
ふ り が な

名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する当
社株式の数
（株）

１ 畔
くろやなぎ
柳　誠

まこと

(1963年５月19日)

1987年３月 当社入社
1994年 ９月 同 取締役
2000年10月 同 取締役営業本部長
2002年３月 同 代表取締役社長
2005年４月 同 代表取締役社長執行役員ＣＥＯ
2013年６月 同 代表取締役会長（現任）

（現在に至る）

3,753,900

２ 石
い し だ
田　誠

まこと

(1967年11月１日)

1993年11月 当社入社
2005年 ６月 同 取締役執行役員ＣＯＯ
2011年６月 同 取締役執行役員ソリューション東日本

事業部長
2012年６月 同 取締役常務執行役員ソリューション営

業本部長
2013年６月 同 取締役専務執行役員ソリューション営

業本部長
2015年６月 同 代表取締役執行役員社長ソリューショ

ン営業本部長
2017年４月 同 代表取締役執行役員社長法人事業統括

本部長
2019年４月 同 代表取締役執行役員社長（現任）

（現在に至る）

326,000
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候補者
番 号

氏
ふ り が な

名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する当
社株式の数
（株）

３ 島
し ま だ
田　理

み ち ひ ろ
廣

(1982年６月９日)

2007年２月 当社入社
2010年 ６月 同 執行役員ダイレクトマーケティング事

業部長
2012年６月 同 上級執行役員ネットワーク営業本部副

本部長兼ダイレクトマーケティング事業部長
2014年４月 当社 上級執行役員ネットワーク営業本部長
2015年６月 同 取締役上級執行役員ネットワーク営業

本部長
2016年４月 株式会社アイエフネット代表取締役（現任）
2016年４月 当社 取締役上級執行役員ネットワーク事

業本部長
2019年４月 同 取締役執行役員副社長兼営業統括本部

長（現任）
（現在に至る）

240,500

４ 飯
い い ぬ ま
沼　敬

けい

(1968年２月12日)

1990年８月 当社入社
2005年 ４月 同 執行役員情報通信サービス関連事業担当
2017年５月 株式会社エフティコミュニケーションズウ

エスト代表取締役
2019年４月 当社執行役員ソリューション事業本部西日

本ブロック担当
2020年４月 同 執行役員ソリューション事業部西日本

ブロック担当
2020年５月 株式会社ジャパンＴＳＳ代表取締役（現任）
2020年６月 当社取締役執行役員ソリューション事業部

西日本ブロック担当兼技術サポート事業部
担当

2020年11月 株式会社エフティコミュニケーションズ代
表取締役（現任）

2021年４月 当社取締役執行役員ソリューション事業統
括担当（現任）
（現在に至る）

110,700
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候補者
番 号

氏
ふ り が な

名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する当
社株式の数
（株）

５ 佐
さ と う
藤　政

ま さ し
志

(1974年４月13日)

1994年４月 当社入社
2012年 ４月 同 執行役員関西事業部長
2015年８月 株式会社エフティコミュニケーションズ代

表取締役
2018年12月 株式会社エフティ東北代表取締役
2019年４月 当社執行役員ソリューション事業本部東日

本ブロック担当
2020年４月 同 執行役員ソリューション事業部東日本

ブロック担当
2020年６月 同 取締役執行役員ソリューション事業部

東日本ブロック担当
2021年４月 同 取締役執行役員ソリューション事業担

当（現任）
（現在に至る）

90,800

６ 安
あ ん ど う
藤　暢

の ぶ ひ こ
彦

(1971年５月８日)

1998年８月 当社入社
2012年 ４月 同 執行役員新規事業推進室長
2016年６月 株式会社エフエネ代表取締役（現任）
2019年４月 当社執行役員ネットワーク事業本部エフエ

ネ担当
2020年４月 同 執行役員小売電力事業担当兼会長室担当
2020年６月 同 取締役執行役員エネルギーコンサルテ

ィング事業部担当兼会長室長
2021年４月 同 取締役執行役員会長室長兼小売電力事

業担当（現任）
（現在に至る）

44,700
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候補者
番 号

氏
ふ り が な

名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する当
社株式の数
（株）

７ 林
はやし
　義

よ し ゆ き
行

(1968年７月27日)

2010年10月 当社入社
2012年 ４月 同 財務経理部長
2014年４月 同 執行役員財務経理部長（現任）
2015年４月 同 執行役員コーポレート統括本部副本部長
2020年５月 株式会社エフティコミュニケーションズ監

査役（現任）
（現在に至る）

20,600

８ 大
お お は し
橋　弘

ひ ろ ゆ き
幸

(1976年６月19日)

2009年４月 株式会社光通信入社
2015年 ６月 メディエイターコミュニケーションズ株式

会社取締役
2015年11月 株式会社リージェント取締役
2015年12月 アドベント株式会社取締役
2016年８月 株式会社ＭＥモバイル取締役
2018年１月 スマートモバイルコミュニケーションズ株

式会社 取締役
2018年４月 株式会社光通信 営業統括本部アライアン

ス・ファイナンス部執行役員（現任）
2018年11月 株式会社ひまわりでんき取締役
2019年６月 当社取締役（現任）
2021年４月 株式会社シック・ホールディングス取締役

（現任）
（現在に至る）

―

(注)１．株式会社光通信は当社の親会社であり、当社は同社との間で「資本提携及び業務提携に関す
　 る基本合意書」及び「資本提携契約書」を締結しております。
　 ２．大橋弘幸氏は当社の親会社である株式会社光通信の業務を執行しております。なお、株式会
　 社光通信における地位及び担当につきましては、「略歴、地位、担当及び重要な兼職の状
　 況」に記載のとおりであります。
　 ３．その他各取締役候補者と当社の間には特別の利害関係はありません。
　 ４．当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が負担することにな
　 る損害賠償金などを当該保険契約により補填することとしております。候補者は、当該保険
　 の被保険者に含まれることとなります。また、次回更新時には同内容での更新を予定してお
　 ります。

以 上
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（提供書面）

事 業 報 告

(20202021
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで)

1. 企業集団の現況に関する事項
（1）当連結会計年度の事業の状況
　 ① 事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症
（COVID-19）拡大の影響により経済活動が停滞した後、段階的に改善に向かっ
ておりましたが、感染が再拡大したことにより不透明な状況が続いております。
このような状況のもと当社は、従業員のテレワーク及びオンライン研修等の

定着が進んだことで、新型コロナウイルス感染拡大の大きな影響を受けること
なく、景気変動の影響を受けにくい小売電力サービスを中心としたお客様から
継続して利用料を頂く収益モデルであるストックサービスの拡大を方針として
選択と集中を進めました。
当連結会計年度の業績は、売上収益が前年同期の45,887百万円から4,557百

万円減少し、41,329百万円（前年同期比9.9％減）となりました。
営業利益は、前年同期の6,254百万円から771百万円減少し、5,483百万円

（前年同期比12.3％減）となり、税引前利益は、前年同期の6,282百万円から
733百万円減少し、5,548百万円（前年同期比11.7%減）となりました。
親会社の所有者に帰属する当期利益は、前年同期の3,897百万円から662百

万円減少し、3,234百万円（前年同期比17.0％減）となりました。

事業構成の変化に伴い、2021年３月期より報告セグメントを「ネットワーク
インフラ事業」「法人ソリューション事業」「その他事業」に変更しました。以
下の前年同期比較については、前年同期の数値を変更後のセグメント区分に組
み替えた数値で比較分析しており、主なセグメント別の業績を示すと、次のと
おりであります。

【ネットワークインフラ事業】
ネットワークインフラ事業では、小売電力・光回線等のお客様インフラや節
水装置等のストックサービスの企画・開発・販売・運営を行っております。
小売電力サービスにおいて2020年12月中旬から日本卸電力取引所（ＪＥＰ

Ｘ）での取引価格の高騰が始まり、2021年１月には想定を超える取引価格と
なりました。ＪＥＰＸでの取引価格は１月下旬には正常化しましたが、セグメ
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ント利益は高騰の影響を受ける結果となりました。当社では、お客様への影響
を最小限に抑える取り組みを行い、既存のお客様の解約抑止及び新たなお客様
への販売活動に取り組んだ結果、自社ブランド「エフエネでんき」の契約数は
順調に増加し、売上高は前年対比で大幅に増加しました。
光回線自社ブランド「ひかり速トク」、節水装置「ＪＥＴ」等も安定した収

益源となっており堅調に推移しております。また、新たなストックサービスと
して、ＬＩＮＥの公式アカウントの制作・代行サービス「Ｌｉｎｋｓ」の販売
を開始しました。
以上により、売上収益は前年同期の16,729百万円から4,076百万円増加し、

20,805百万円となり、セグメント利益（営業利益）は、前年同期の1,556百
万円から747百万円減少し、809百万円となりました。

【法人ソリューション事業】
法人ソリューション事業では、中小企業及び個人事業主向けにＵＴＭ（統合
脅威管理：Unified Threat Management）・ファイルサーバ・セキュリティ
商品・環境関連商品・情報通信機器等の販売・施工・保守サービスを行ってお
ります。
法人ソリューション事業においては、各地域に存在していた直販会社を株式

会社エフティコミュニケーションズに統合し、指示命令系統を統一しました。
ＵＴＭ・ファイルサーバー・情報通信機器の販売が引き続き堅調に推移しまし
た。また、環境関連商品につきましてはウイルス対策商品として光触媒による
空気浄化装置の販売を開始し、セグメント利益の増加に寄与しております。
以上により、売上収益は前年同期の20,119百万円から908百万円減少し、

19,210百万円となり、セグメント利益（営業利益）は、前年同期の3,662百
万円から520百万円増加し、4,182百万円となりました。

【その他事業】
ネットワークインフラ事業と法人ソリューション事業以外をその他事業とし

て集約しております。
第１四半期に新型コロナウイルス感染拡大による工事遅延等の影響で、蓄電

池の販売が減少いたしましたが、蓄電池の販売会社である株式会社アローズコ
ーポレーションの当社が保有する株式の一部を譲渡したことにより2020年６
月をもって連結子会社から持分法適用関連会社となり、その後2020年９月を
もって保有する株式の全部を譲渡したことにより持分法適用関連会社から除外
しております。
また、前連結会計年度には海外法人の売却損益が含まれており、当連結会計

年度には株式会社アレクソンと株式会社アローズコーポレーションの売却損益
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が含まれております。株式会社アレクソンは、当社が保有する株式の全部を譲
渡したことにより2020年７月をもって連結子会社から外れました。
以上により、売上収益は前年同期の10,295百万円から8,279百万円減少し、

2,015百万円となり、セグメント利益（営業利益）は、前年同期の1,443百万
円から618百万円減少し、825百万円となりました。

　 ② 設備投資の状況
　当連結会計年度の設備投資の総額は80百万円であります。

　 ③ 資金調達の状況
　当社は資金の機動的かつ安定的な調達に向け、2021年１月に取引銀行との間
でコミットメントライン契約を締結いたしました。なお、当連結会計年度末に
おける借入実行残高は5,000百万円となります。

　 ④ 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況
　該当事項はありません。

　 ⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

⑥ 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の
状況

　 当社子会社の株式会社エフティコミュニケーションズと、当社子会社の株式
　 会社エフティ北日本、株式会社エフティ東北、株式会社エフティ東海、株式会
　 社エフティコミュニケーションズウエスト、株式会社エフティ九州および株式
　 会社エフティエコソリューションは、2020年８月１日付で株式会社エフティコ
　 ミュニケーションズを存続会社とする吸収合併を行っております。

　 ⑦ 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況
当社は、株式会社アローズコーポレーションの当社が保有する株式の一部を

　 2020年５月に譲渡したことにより、株式会社アローズコーポレーションは当社
　 の連結子会社から持分法適用関連会社となり、その後2020年９月に保有する全
　 株式を譲渡したことにより、株式会社アローズコーポレーションは当社の持分
　 法適用関連会社ではなくなりました。
　 また、株式会社アレクソンの当社が保有する全株式を2020年７月に譲渡した
　 ことにより、株式会社アレクソンは当社の連結子会社ではなくなりました。
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（2）財産及び損益の状況
　 IFRS

期 別

区 分
第 34 期
2018年度

第 35 期
2019年度

第 36 期
(当連結
会計年度)
2020年度

売 上 収 益 (百万円) 45,658 45,887 41,329
親会社の所有者に帰属
す る 当 期 利 益 (百万円) 3,846 3,897 3,234
基 本 的 １ 株 当 た り
当 期 利 益 (円) 117.13 121.44 101.16

資 産 合 計 (百万円) 34,021 32,490 40,576

資 本 合 計 (百万円) 15,059 15,505 15,890

　 日本基準
期 別

区 分
第 33 期
2017年度

第 34 期
2018年度

売 上 高 (百万円) 41,218 45,833
親 会 社 株 主 に帰 属
す る 当 期 純 利 益 (百万円) 2,785 3,733

１株当たり当期純利益 (円) 83.81 113.68

総 資 産 (百万円) 25,873 30,878

純 資 産 (百万円) 13,770 14,753

（注）1. 第35期よりIFRSを適用して連結計算書類を作成しております。ご参考までに第34期につい
てもIFRSに準拠した数値を併記しております。

2. IFRS「基本的１株当たり当期利益」及び日本基準「１株当たり当期純利益」は、自己株式
控除後の期中平均株式数により算出しております。

3. IFRS「売上収益」及び日本基準「売上高」には、消費税等は含まれておりません。
4. 金額表示については、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。

（3）重要な親会社及び子会社の状況
　 ① 親会社との関係

当社の親会社は株式会社光通信であり、同社は当社の株式を間接保有分も含
め17,610千株（議決権比率56.9％）保有しております。また、当社は親会社
から取締役の派遣を受けております。
当社は、親会社等との取引に関して、市場実勢価格や市場金利等を勘案して

取引条件等を決定しており、妥当性はあると考えております。また、事業運営
に関しては、一定の協力関係を保つ必要はあると認識しつつ、経営方針や事業
計画は当社独自に作成しており、上場会社として独立性を確保し、経営及び事
業活動に当たっております。
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　 ② 重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主要な事業内容

株式会社エフティコミュニケーションズ 105百万円 100.0％ ソリューション事業

株 式 会 社 ア イ エ フ ネ ッ ト 100百万円 100.0％ 光コラボレーションサービ
スの提供及びＩＳＰ事業

株 式 会 社 エ フ エ ネ 30百万円 100.0％ 電力サービス事業

株 式 会 社 ジ ャ パ ン Ｔ Ｓ Ｓ 90百万円 100.0％ 情報通信機器及び電気設備
の施工・保守

（注）1. 上記４社は、会社の資本金、売上高及び総資産、当社の議決権比率を参考に選択しまし
た。

　 2. 特定完全子会社に該当する子会社はありません。

　 ③ 企業結合の成果
当社の連結子会社は、上記の重要な子会社４社を含め14社であります。当連

結会計年度の連結売上収益は41,329百万円（前年同期比9.9％減）、親会社の所
有者に帰属する当期利益は3,234百万円（前年同期比17.0％減）となりました。

　 ④ その他
該当事項はありません。

（4）対処すべき課題
当社グループが対処すべき課題は以下のとおりであります。

① ストック収益の積み上げ
当社グループは、「ストック収益の拡大」を方針として、毎月着実に収益が見

込めるストック型自社サービスの企画・開発・販売を行ってまいりました。小
売電力サービス「エフエネでんき」「ＦＴでんき」、光回線サービス「ひかり速
トク」「ＦＴ光」、節水装置「ＪＥＴ」、ビジネスホン等の定額保守サービスに続
く、市場ニーズにあった新たなサービスの企画・開発が必要と考えております。
今後も継続的な取引を見据え、顧客満足度向上に向けたサポート体制の強化を
図ってまいります。

② 小売電力事業の拡充
ストック収益の中でも小売電力の比重が大きくなっております。今後におい
ても大手電力会社や他新電力企業等との競争が激しくなることが見込まれます
ので、新たな販売パートナーとの提携、市場環境の変化やお客様ニーズに対応
するサービス変更を行い事業の拡充を目指してまいります。また、収益の安定
化のために、電力調達先の分散等による原価構造を見直し合理化を図ります。

③ 新規事業の開発と推進
当社グループの収益源の多様化並びに継続的な成長・拡大を図るためには、

新規事業の開発と推進が必要であります。ＬＥＤ照明、空調機器、太陽光発電
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設備等の消費電力低減サービスに続く新たなサービスを企画すると共に、小売
電力サービスにおけるセットプラン、新型コロナウイルス感染症の影響による
環境変化を踏まえたウイルス対策サービス、今後市場拡大が予想されるIoT時代
を見据えた新たなクラウド型サービスの開発と推進に注力してまいります。

④ マーケットシェアの拡大
情報通信サービス・環境サービスにおいては、顧客のニーズは底堅いものが

あるものの、同業他社との競合は激しさを増しております。その中でマーケッ
トシェアを拡大するためには、当社の独自性を発揮し、他社との優位性を確保
することが必要であります。顧客の業態やニーズに即した商品群の提案を通じ
て顧客満足度の更なる向上を図ると共に、パートナー企業の開拓をより一層強
化し、既存事業とのシナジーが図れる企業を対象としたＭ＆Ａ等によりマーケ
ットシェアを拡大してまいります。

⑤ 人員の確保及び教育
ストック収益の積み上げ、マーケットシェアの拡大を行うためには、引き続

き人員の確保と教育は必要不可欠な要素となっており、重要な課題であると考
えております。人員の確保については新卒者の定期採用を継続すると共に、経
験者をターゲットとする中途採用を拡充してまいります。社員教育については、
オンラインによる研修等を進め、社員の階層に合わせた研修プログラムの構築
を行うことにより教育強化に取り組んでまいります。さらに、従業員のテレワ
ーク等の働き方改革を進めると共に、ストック収益の拡大方針に合わせた直
販・パートナー開拓部門の人事制度の構築を行い、管理体制の充実と生産性の
向上並びにコンプライアンス啓蒙を図ってまいります。
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（5）主要な事業内容
事業の種類別セグメントの名称

主要商品・サービス 主要な会社
セグメント 主な事業内容

ネットワークインフラ事業

小売電力サービス 電力小売「エフエネで
んき」「ＦＴでんき」 ㈱エフエネ

回線サービス 光回線「ひかり速ト
ク」

㈱アイエフネット
㈱ＮＥＸＴ

その他
節水装置「ＪＥＴ」、
ウォーターサーバーの
販売

エコテクソリューション㈱
㈱ウォーターセレクト

法人ソリューション事業

情報通信サービス
ビジネスホン、ＯＡ機
器、ファイルサーバ
ー、ＵＴＭ等の販売施
工保守

当 社
㈱エフティコミュニケーションズ
㈱ジャパンＴＳＳ
㈱ＴＲＵＳＴ

環境サービス ＬＥＤ照明、空調設備
等の販売施工保守

当 社
㈱エフティコミュニケーションズ
㈱ジャパンＴＳＳ

その他事業 蓄電池サービス
その他の販売

太陽光発電設備・蓄電
池等の販売施工 ㈱ＦＲＯＮＴＩＥＲ

（6）主要な事業所
　 ① 当 社
　 本 社 東京都中央区日本橋蛎殻町二丁目13番6号
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　 ② 法人事業の主要な販売拠点
名 称 所 在 地 名 称 所 在 地

北 海 道 営 業 部 北 海 道 札 幌 市 新 潟 営 業 所 新 潟 県 新 潟 市
青 森 営 業 所 青 森 県 青 森 市 千 葉 営 業 部 千 葉 県 千 葉 市
東 北 営 業 部 宮 城 県 仙 台 市 茨 城 営 業 所 茨 城 県 水 戸 市
盛 岡 営 業 所 岩 手 県 盛 岡 市 横 浜 営 業 部 神奈川県横浜市
秋 田 営 業 所 秋 田 県 秋 田 市 東 海 営 業 部 愛知県名古屋市
福 島 営 業 所 福 島 県 郡 山 市 静 岡 営 業 所 静 岡 県 静 岡 市
山 形 営 業 所 山 形 県 山 形 市 関 西 営 業 部 大 阪 府 大 阪 市
本 社 営 業 部 東 京 都 台 東 区 北 陸 営 業 所 石 川 県 金 沢 市
関 東 営 業 部 埼玉県さいたま市 広 島 営 業 部 広 島 県 広 島 市
栃 木 営 業 所 栃木県宇都宮市 松 山 営 業 所 愛 媛 県 松 山 市
松 本 営 業 所 長 野 県 松 本 市 九 州 営 業 部 福 岡 県 福 岡 市
北 関 東 営 業 部 群 馬 県 高 崎 市 熊 本 営 業 所 熊 本 県 熊 本 市

　 ③ その他の拠点
名 称 所 在 地

つ く ば ビ ジ ネ ス サ ポ ー ト セ ン タ ー 茨 城 県 つ く ば 市
柏 コ ー ル セ ン タ ー 千 葉 県 柏 市
盛 岡 コ ー ル セ ン タ ー 岩 手 県 盛 岡 市
仙 台 コ ー ル セ ン タ ー 宮 城 県 仙 台 市
大 宮 コ ー ル セ ン タ ー 埼 玉 県 さ い た ま 市
花 巻 コ ー ル セ ン タ ー 岩 手 県 花 巻 市
大 阪 コ ー ル セ ン タ ー 大 阪 府 大 阪 市
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　 ④ 主要な子会社等
名 称 所 在 地

株 式 会 社 エ フ テ ィ コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン ズ 東 京 都 中 央 区
株 式 会 社 Ｔ Ｒ Ｕ Ｓ Ｔ 東 京 都 中 央 区
株 式 会 社 ジ ャ パ ン Ｔ Ｓ Ｓ 東 京 都 中 央 区
株 式 会 社 ア イ エ フ ネ ッ ト 東 京 都 中 央 区
株 式 会 社 Ｎ Ｅ Ｘ Ｔ 千 葉 県 柏 市
株 式 会 社 ア ン ト レ プ レ ナ ー 東 京 都 中 央 区
株 式 会 社 Ｆ Ｒ Ｏ Ｎ Ｔ Ｉ Ｅ Ｒ 東 京 都 中 央 区
株 式 会 社 エ フ エ ネ 東 京 都 中 央 区
エ コ テ ク ソ リ ュ ー シ ョ ン 株 式 会 社 東 京 都 千 代 田 区

（7）従業員の状況
事業の種類別セグメントの名称 従 業 員 数（名） 前期末比増減（名）

法 人 ソ リ ュ ー シ ョ ン 事 業 685 （57） △52 （△6）
ネ ッ ト ワ ー ク イ ン フ ラ 事 業 55 （21） 9 （ 8 ）
そ の 他 事 業 0 (0) △121 (△22)
全 社 （ 共 　 通 ） 44 （6） △13 （ 2 ）
合 計 784 （84） △177 （△18）
（注）1. 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社

グループへの出向者を含む就業人員数であります。
2. 従業員数欄の（ ）内は臨時従業員の年間平均雇用人員（平均８時間）であります。
3. 全社（共通）として記載されている従業員数は、特定セグメントに区分できない管理部門に
所属しているものであります。
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（8）主要な借入先
借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 8,148百万円
株 式 会 社 千 葉 銀 行 4,100百万円

2. 会社の株式に関する事項
（1）発行可能株式総数 46,000,000株

（2）発行済株式の総数 30,942,268株（自己株式1,080,000株を除く。）

（3）株主数 4,777名

（4）大株主（上位10名）
株 主 名 持 株 数 持株比率

株 式 会 社 光 通 信 13,740,000株 44.40％
株 式 会 社 ハ ロ ー コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン ズ 3,870,000株 12.50％
畔 柳 誠 3,753,900株 12.13％
株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （信 託 口） 537,600株 1.73％
村 田 機 械 株 式 会 社 496,200株 1.60％
エ フ テ ィ グ ル ー プ 従 業 員 持 株 会 480,100株 1.55％
根 岸 欣 司 407,700株 1.31％
平 崎 敏 之 388,200株 1.25％
石 田 誠 326,000株 1.05％
清 水 直 也 302,600株 0.97％
（注） 当社は自己株式を1,080,000株保有しておりますが、上記大株主から除いております。また、

持株比率は自己株式を控除して計算しております。

（5）当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況
該当事項はありません。

（6）その他株式に関する重要な事項
該当事項はありません。
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3. 会社の新株予約権等に関する事項
（1）当社役員が保有している職務遂行の対価として交付された新株予約権の状況
　 ① 当社役員に付与された新株予約権の概要

　 当社が当社役員を対象に既に発行している新株予約権の概要は、次のとおり
であります。

決議日 新株予約
権の数

新株予約権の
目的となる株式の
種類及び数

新株予約権
の発行価額

権利行使時の
１株当たりの
払込金額

新株予約権の
行使期間

第10回新株予約権
2012年５月18日
定時取締役会決議

700個 普通株式
210,000株 無償 １円

2012年６月５日
から2032年６月
４日まで

（注）1. 第10回新株予約権の行使条件は次のとおりであります。
①新株予約権者は、当社の取締役、監査役及び執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌
日から募集新株予約権を行使することができる。
②新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができるものとする。かか
る相続人による新株予約権の行使の条件は、新株予約権割当契約書に定めるところによ
る。
③上記以外の権利行使の条件については、新株予約権割当契約書に定めるところによるもの
とする。

2. 2013年10月１日付にて普通株式１株につき普通株式100株の割合で株式分割を行ったた
め、第10回新株予約権の「新株予約権の目的となる株式の種類及び数」を調整しておりま
す。

3. 2015年10月１日付にて普通株式１株につき普通株式３株の割合で株式分割を行ったため、
第10回新株予約権の「新株予約権の目的となる株式の種類及び数」を調整しております。

　 ② 当社役員が保有する新株予約権の状況
　 当社役員が保有する新株予約権の区分別の状況は、次のとおりであります。

区分 発行回次 新株予約権の数 目的である株式の数 保有者数

取締役
※監査等委員及び
社外取締役を除く

第10回新株予約権 700個 210,000株 １人

第11回新株予約権 1,740個 174,000株 ７人

第12回新株予約権 1,600個 160,000株 ４人

社外取締役
※監査等委員を除く

第10回新株予約権 －個 －株 －人

第11回新株予約権 －個 －株 －人

第12回新株予約権 －個 －株 －人

取締役
(監査等委員)

第10回新株予約権 －個 －株 －人

第11回新株予約権 －個 －株 －人

第12回新株予約権 －個 －株 －人
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（注）2013年10月１日付にて普通株式１株につき普通株式100株の割合での株式分割、及び2015
年10月１日付にて普通株式１株につき普通株式３株の割合での株式分割を行ったため、第10
回新株予約権の「目的である株式の数」を調整しております。

（2）当事業年度中に職務遂行の対価として当社使用人等に対し交付した新株予約権
の状況
該当事項はありません。

（3）その他新株予約権等に関する重要事項
　当社は、中長期的な目標の達成及び企業価値の増大を目指す為に、役職員に
対してより一層意欲及び士気を向上させ、結束力を更に高めることを目的とし
て、以下のとおり、業績目標を達成した場合にのみ権利行使が可能となる新株
予約権を有償にて発行しております。

決議日 新株予約
権の数

新株予約権の
目的となる株式の
種類及び数

新株予約権
の発行価額

権利行使時の
１株当たりの
払込金額

新株予約権の
行使期間

第11回新株予約権
2018年６月20日
定時取締役会決議

4,300個 普通株式
430,000株 １円 1,218円

2021年７月１日
から2026年 12
月31日まで

第12回新株予約権
2020年８月７日
臨時取締役会決議

3,400個 普通株式
340,000株 １円 1,245円

2021年７月１日
から2028年 12
月31日まで

（注）1. 第11回新株予約権の行使条件は次のとおりであります。
①新株予約権者は、2021年３月期から2023年３月期のいずれかの期における当社の営業
利益の額が下記の各号に掲げる各金額を超過した場合、各新株予約権者に割当てられた本
新株予約権のうち、それぞれ定められた割合までの個数を行使することができるものとす
る。
（ａ）7,000百万円を超過した場合、割当てられた本新株予約権の50％まで
（ｂ）8,000百万円を超過した場合、割当てられた本新株予約権の75％まで
（ｃ）10,000百万円を超過した場合、全ての本新株予約権
なお、上記の営業利益の判定においては、有価証券報告書に記載された連結損益計算書
（連結損益計算書を作成していない場合は損益計算書）における営業利益の数値を用いる
ものとし、国際財務報告基準の適用等により参照すべき営業利益の概念に重要な変更があ
った場合には別途参照すべき指標を取締役会にて定めるものとする。また、行使可能な新
株予約権の数に１個未満の端数が生じる場合はこれを切り捨てた数とし、下記においても
同様とする。
②新株予約権者は、各新株予約権者に割当てられた本新株予約権のうち、上記の各条件の達
成時期に応じた次の各号に掲げる期間において、当該各号に掲げる割合に対応した個数を
上限として行使することができるものとする。
（ａ）上記①の各営業利益額を達成した期に係る有価証券報告書の提出日の翌月１日から１

年間
　 上記①に基づき当該新株予約権者が行使できる本新株予約権の総数の３分の１
（ｂ）上記（ａ）の期間を経過した後１年間
　 上記①に基づき当該新株予約権者が行使できる本新株予約権の総数の３分の２
（ｃ）上記（ｂ）の期間を経過した後、行使期間の満了まで
　 上記①に基づき当該新株予約権者が行使できる全ての本新株予約権
③新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社または当社関係会社の取締
役、監査役または従業員であることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職、
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その他正当な理由があると取締役会が認めた場合は、この限りではない。
④その他の条件については、新株予約権割当契約書に定めるところによる。

　 2. 第12回新株予約権の行使条件は次のとおりであります。
①新株予約権者は、2021年３月期から2025年３月期のいずれかの期における当社の営業
利益の額が下記の各号に掲げる各金額を超過した場合、各新株予約権者に割当てられた本
新株予約権のうち、それぞれ定められた割合までの個数を行使することができるものとす
る。
（ａ）9,000百万円を超過した場合、割当てられた本新株予約権の50％まで
（ｂ）10,000百万円を超過した場合、全ての本新株予約権
なお、上記の営業利益の判定においては、有価証券報告書に記載された連結損益計算書
（連結損益計算書を作成していない場合は損益計算書）における営業利益の数値を用いる
ものとし、国際財務報告基準の適用等により参照すべき営業利益の概念に重要な変更があ
った場合には別途参照すべき指標を取締役会にて定めるものとする。また、行使可能な新
株予約権の数に１個未満の端数が生じる場合はこれを切り捨てた数とし、下記においても
同様とする。
②新株予約権者は、各新株予約権者に割当てられた本新株予約権のうち、上記の各条件の達
成時期に応じた次の各号に掲げる期間において、当該各号に掲げる割合に対応した個数を
上限として行使することができるものとする。
（ａ）上記①の各営業利益額を達成した期に係る有価証券報告書の提出日の翌月１日から１

年間
　 上記①に基づき当該新株予約権者が行使できる本新株予約権の総数の３分の１
（ｂ）上記（ａ）の期間を経過した後１年間
　 上記①に基づき当該新株予約権者が行使できる本新株予約権の総数の３分の２
（ｃ）上記（ｂ）の期間を経過した後、行使期間の満了まで
　 上記①に基づき当該新株予約権者が行使できる全ての本新株予約権
③新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社または当社関係会社の取締
役、監査役または従業員であることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職、
その他正当な理由があると取締役会が認めた場合は、この限りではない。
④その他の条件については、新株予約権割当契約書に定めるところによる。
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4. 会社役員の状況
（1）取締役の状況
会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役会長 畔 柳 誠

代表取締役社長 石 田 誠 執行役員社長

取 締 役 島 田 理 廣 執行役員副社長兼営業統括本部長
株式会社アイエフネット代表取締役

取 締 役 山 本 博 之 株式会社アントレプレナー代表取締役
株式会社ＦＲＯＮＴＩＥＲ代表取締役

取 締 役 佐 藤 政 志

取 締 役 飯 沼 敬 株式会社エフティコミュニケーションズ代表取締役
株式会社ジャパンＴＳＳ代表取締役

取 締 役 安 藤 暢 彦 株式会社エフエネ代表取締役

取 締 役 神 山 仁 志

取 締 役 大 橋 弘 幸 株式会社光通信営業統括本部アライアンス・ファイナン
ス部執行役員

取 締 役 柏 崎 由 隆 株式会社光通信執行役員法人事業部長

取 締 役
( 監 査 等 委 員 ) 大 嶋 敏 也 株式会社ＮＦＣホールディングス監査役

取 締 役
( 監 査 等 委 員 ) 半 田 茂 朝日税理士法人代表社員税理士

取 締 役
( 監 査 等 委 員 ) 隈 部 泰 正 はる総合法律事務所 パートナー弁護士

株式会社慶應イノベーション・イニシアティブ監査役
（注）1. 取締役（監査等委員）半田茂氏及び取締役（監査等委員）隈部泰正氏は、社外取締役であり

ます。
2. 取締役（監査等委員）半田茂氏は税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程
度の知見を有しております。

3. 取締役（監査等委員）隈部泰正氏は弁護士の資格を有しており、企業法務及び法律に関する
相当程度の知見を有しております。

4. 取締役（監査等委員）半田茂氏及び取締役（監査等委員）隈部泰正氏につきましては、株式
会社東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ております。

5. 2020年６月23日開催の第35回定時株主総会において、佐藤政志氏、飯沼敬氏、安藤暢彦
氏、柏崎由隆氏が取締役に新たに選任され、就任いたしました。

6. 2020年６月23日開催の第35回定時株主総会において、大嶋敏也氏が取締役（監査等委員）
に新たに選任され、就任いたしました。

7. 当社は、監査等委員の職務を補助するものとして、監査等委員会事務局を設置し、重要会議
への出席を通じて情報収集を行うほか、監査等委員会との十分な連携と内部統制システムを
通じた組織的監査を実施することにより監査の実効性を確保していることから、常勤の監査
等委員を選定しておりません。
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(2）責任限定契約の内容の概要
　当社は、取締役（業務執行取締役等を除く）との間で、会社法第427条第１
項及び当社定款第29条の規定に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任
を限定する契約を締結しております。
　当該責任限定契約の内容の概要としては、次のとおりであります。
・取締役（業務執行取締役等を除く）が任務を怠ったことによって当社に損
害賠償責任を負う場合は、会社法第425条第１項の最低責任限度額を限度
として、その責任を負うものとする。
・上記の責任限定が認められるのは取締役（業務執行取締役等を除く）がそ
の責任の原因となった職務遂行に付き善意でかつ重大な過失がないときに
限るものとする。

（3）補償契約の内容の概要
　 該当事項はありません。

（4）役員等賠償責任保険契約の内容の概要
　 ① 役員等賠償責任保険契約の被保険者の範囲
　 　当社及び子会社に属する取締役（監査等委員である取締役を含む）及び監査
　 役、管理職従業員、役員と共同被告になった場合又は不当労働行為を理由に損
　 害賠償請求を受けた場合の全従業員
　 ② 填補対象となる保険事故の概要
　 会社訴訟、株主代表訴訟等により被保険者が負担することとなった争訟費用
　 及び損害賠償等を填補の対象としております。
　 ③ 被保険者の実質的保険料の負担割合

当社が全額負担

（5）取締役の報酬等の額
① 取締役の報酬等の総額等
区 分 支 給 人 員 報酬等の額

取締役（監査等委員を除く）
（うち社外取締役）

12名
（ー）

　 216百万円
（ー百万円）

取 締 役 （監 査 等 委 員）
（うち社外取締役）

４名
（２名）

11百万円
（７百万円）

合 計 16名 　 227百万円

（注）1. 取締役（監査等委員を除く）の報酬総額は、2018年６月21日開催の第33回定時株主総会
において、賞与も含め年額600百万円以内（但し、使用人分給与は含まない。）と決議いた
だいております。当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は７名です。

2. 取締役（監査等委員）の報酬総額は、2018年６月21日開催の第33回定時株主総会におい
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て、賞与も含め年額60百万円以内と決議いただいております。当該定時株主総会終結時点
の取締役（監査等委員）の員数は３名です。

3. 2021年３月末現在の人員数は取締役（監査等委員を除く）10名（うち、無報酬０名）、取
締役（監査等委員）３名であります。

② 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項
a．取締役（監査等委員である取締役を除く）
取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等の決定に関し

ては、各取締役の職責に応じた適正な水準とすることを基本方針としており
ます。また、中長期的な目標の達成及び企業価値の増大を目指すために「ス
トックオプション制度」を導入しております。
各取締役の職責に応じた定額報酬及び賞与の支給額については、取締役会

の授権を受けた代表取締役石田誠が各取締役の所管する部門の業績等を総合
的に勘案のうえ決定し、取締役会へ報告しております。代表取締役に委任を
した理由は、当社全体の業績を俯瞰しつつ各取締役の所管する部門や職責の
評価を行うには代表取締役が最も適しているからであります。取締役の個人
別の報酬等の決定にあたっては、代表取締役が原案についての決定方針との
整合性を含めた多角的な検討を行っているため、取締役会も基本的にその答
申を尊重し決定方針に沿うものであると判断しております。
なお、定額報酬及び賞与につきましては、株主総会にて承認いただいた年
間総額600百万円の枠内で支給するものとしております。
b．監査等委員である取締役

監査等委員である取締役の報酬は、当社グループ全体の監査の職責を負う
ことから、役位に応じて予め定められた定額報酬及び賞与で構成されており
ます。
なお、定額報酬及び賞与につきましては、株主総会にて承認いただいた年

間総額60百万円の枠内で監査等委員の協議により決定しております。
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（6）社外役員等に関する事項
① 他の法人等の業務執行者の重要な兼任状況及び当社と当該他の法人等との関係

　 社外取締役（監査等委員）半田茂氏は、朝日税理士法人の代表社員を兼務し
ております。なお、当社と同法人との間には特別な関係はありません。

　 社外取締役（監査等委員）隈部泰正氏は、はる総合法律事務所のパートナー
弁護士を兼務しております。なお、当社と同法人との間には特別な関係はあ
りません。

　 ② 他の法人等の社外役員の重要な兼任状況及び当社と当該他の法人等との関係
　 該当事項はありません。

　 ③ 主要取引先等特定関係事業者との関係
　 該当事項はありません。

　 ④ 当事業年度における主な活動状況
区 分 氏 名 主な活動状況

取 締 役
(監査等委員) 半 田 茂

当事業年度の取締役会には、18回中18回、また、監査等委員
会には、13回中13回出席しました。主に税理士としての専門
的見地から助言・提言を適宜行っております。

取 締 役
(監査等委員) 隈 部 泰 正

当事業年度の取締役会には、18回中18回、また、監査等委員
会には、13回中13回出席しました。主に弁護士としての専門
的見地から助言・提言を適宜行っております。

　 ⑤ 社外取締役が果たすことが期待される役割に関して行った業務の概要
　 　 高い独立性と専門的な知見に基づき、客観的にかつ適切な監視、監督を実

施しています。会計監査人である三優監査法人及び内部監査部門と定期的に
情報交換を実施しており、必要に応じて監査等委員会へ出席しております。
内部監査部門との関係では、共有すべき事項について相互に連携・把握でき
るよう連携しております。

　 ⑥ 当社親会社または当社親会社の子会社から当事業年度の役員として受けた報
酬等の額

　 該当事項はありません。
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5. 会計監査人の状況
（1）会計監査人の名称 三優監査法人

（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
支 払 額

当事業年度に係る報酬等の額 58百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 58百万円
（注）1. 当社と監査法人との監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査

の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記の金額にはこれらの
合計額を記載しております。

2. 監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏
まえ、過年度の監査計画における監査項目別、階層別監査時間の実績及び報酬額の推移並び
に会計監査人の職務遂行状況を確認し、当連結会計年度の監査計画及び報酬額の妥当性を検
討した結果、会計監査人の報酬等について会社法第399条第１項の同意を行っております。

（3）非監査業務の内容
　該当事項はありません。

（4）会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　当社では、会計監査人が会社法第340条第１項各号の定める項目に該当すると
認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、監査等委員会が会計監査人
を解任いたします。また、監査等委員会は、会計監査人の適格性、専門性、当社
からの独立性、その他の評価基準に従い総合的に評価し、会計監査人の職務の執
行に支障があると判断されるなど、会計監査人の変更が必要と認められる場合に
は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定
いたします。

6. 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
（1）業務の適正を確保するための体制
　当社は、会社法第399条の13及び会社法施行規則第110条の４に定める「業務
の適正を確保するための体制」について下記のとおり定め、その構築に向け取り
組んでおります。

　 ① 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
当社は、「取締役会規則」に基づき、取締役会を原則として月１回開催し、取

締役間の意思疎通を図るとともに、相互に業務執行を監督し、法令・定款違反
行為を未然に防止します。「取締役会規則」においては、重要な業務執行につい
て取締役会に付議すべき事項を具体的に定め、それらの付議事項について取締
役会で決定しております。当社は、監査等委員会設置会社であり、各監査等委
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員である取締役は監査等委員会が定めた監査方針のもと、取締役会への出席、
業務執行状況の調査を通じ、取締役の職務執行の監査を行っております。

　 ② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
当社は、株主総会、取締役会、経営戦略会議の議事録を法令及び社内規程に

従い作成し、適切に保存・管理しております。経営及び業務執行に関わる重要
な情報、決定事項、社内通達などは、所管部署で作成し、適切に保存・管理し
ております。

　 ③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社は、「リスク管理規程」に基づき、代表取締役社長を委員長とする「コン

プライアンス委員会」を中心とした子会社を含めた全社的な当社グループのリ
スク管理体制を構築しております。また、取締役会、経営戦略会議及びその他
の重要な会議においても、取締役、執行役員及び経営幹部から業務執行に関わ
る重要な情報の報告が定期的になされております。加えて、内部監査及び「企
業倫理ヘルプライン」を利用したリスクの早期発見などの手法を通じて損失の
危機の未然防止や危機拡大の防止に努めております。

　 ④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
当社は、経営戦略会議を設置し、取締役会付議事項の事前審議を行うととも

に、「職務権限規程」に定められた決定事項の決定を行っております。取締役会
における意思決定にあたっては、十分かつ適切な情報が各取締役に提供されて
おります。業績管理に資する財務データについても、迅速かつ的確に取締役に
提供しております。

　 ⑤ 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
当社グループは、「企業倫理憲章」及び「エフティグループ役職員行動規範」

を定め、当社グループ全役職員に周知するとともに、法令及び社会規範並びに
社内規程厳守についての教育・啓蒙活動を実施しております。また、「コンプラ
イアンス規程」に基づき、コンプライアンス委員会を中心としたコンプライア
ンス体制の充実を図っております。加えて、内部監査部門である「監査部」が、
各事業所における業務執行が法令・定款及び社内規程に適合しているか否かの
監査を実施しております。
　また、各子会社の取締役は、「グループ経営会議」を通じて当社取締役に定期
的に報告する体制を整えるとともに、子会社の取締役会における意思決定にあ
たっては、十分かつ適切な情報が各子会社取締役に提供されております。業務
管理に資する財務データについても、迅速かつ的確に各子会社取締役に提供し
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ております。
　加えて、「企業倫理ヘルプライン」については、その通報窓口を子会社にも開
放し、これを子会社に周知することにより、子会社も含めた当社グループ全体
におけるコンプライアンスの実効性を確保することとしています。

　⑥ 当社並びにその親会社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確
保するための体制
当社は、連結決算対象子会社に対し、取締役または監査役を派遣し、業務の

適正を確保しております。当社の関係会社の管理部署は、「関係会社管理規程」
に基づき、関係会社の所管する部門と連携し、必要に応じて関係会社への指
導・支援を行います。また、内部監査部門である監査部が、各子会社における
業務執行が法令・定款及び社内規程に適合しているか否かの監査を実施してお
ります。

　⑦ 監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合におけ
る当該使用人に関する事項および当該使用人に対する指示の実効性の確保に関
する事項
当社は、監査等委員会から要請があった場合には、監査等委員会の職務を補

助する従業員（以下、「監査等補助人」という。）を配置します。
監査等補助人に対する日常の指揮命令権は、監査等委員会にあり、監査等委

員でない取締役からは、指揮命令を受けません。当社は、監査等補助人の任
命・解任、人事異動、人事評価、懲戒処分については、監査等委員会の事前の
同意を得るものとします。

　⑧ 取締役及び使用人が監査等委員会に報告するための体制
当社は、取締役、従業員及び子会社の役職員が監査等委員会に報告すべき事

項及び報告の方法を定めております。監査等委員会は、毎年度末に取締役に対
し業務執行状況に関する確認書の提出を求めております。監査等委員会は、そ
の職務を遂行するために必要と判断するときはいつでも取締役及び使用人に報
告を求めることができます。
また、子会社を含めた当社グループ全体におけるリスクについて審議するコ

ンプライアンス委員会には、当社の監査等委員長である取締役が出席すること
とし、子会社を含めた当社グループ全体におけるリスクについては、速やかに
監査等委員会に報告する体制をとっています。
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　 ⑨ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
監査等委員会は、代表取締役社長、監査部及び会計監査人と定期的な意見交

換を行い、効果的な監査業務の遂行を図るものとします。
　監査等委員会は、監査の実施に当たり独自の意見形成を行うため、必要に応
じて、会社の費用で法律・会計の専門家を活用することができるものとします。
また、会社法に基づく前払い等の請求がある場合には、監査等委員会の職務執
行に必要でないと認められる場合を除き、当社は支払うものとします。

　 ⑩ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
当社は、社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力に対し

ては、取引先も含めて一切の関係をもたず、反社会的勢力からの不当な要求等
に対しては、外部専門機関等と連携し、毅然とした姿勢で組織的に対応いたし
ます。

（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当社では、「内部統制システム構築の基本方針」に基づき、企業集団の業務の適
正を確保するための体制整備とその適切な運用に努めており、当連結会計年度に
おける運用状況の概要は以下のとおりであります。

　当社は、「コンプライアンス委員会」を四半期に１回開催し、法令・社内規程等
の遵守状況を審議した上で、必要に応じて、当社グループのコンプライアンス体
制の見直しを図りました。また、リスク管理規程に基づき、子会社を含む当社グ
ループ全体のリスク評価を行い、その管理及び低減に努めました。
　当社の取締役会は、非業務執行取締役３名を含む取締役10名で構成し、監査等
委員である取締役３名も出席した上で定時取締役会は毎月１回、その他適宜臨時
取締役会を開催し、取締役の職務執行を監督しました。
　当社は常勤役員等で構成する経営戦略会議を設置し、原則として月２回開催し
ております。取締役会へ付議する事項を含む経営上の重要事項について、その内
容や目的・効果など多角的な視点から審議し、代表取締役に対して諮問を行うこ
とにより、経営意思決定の効率化・迅速化を図っております。
　当社の子会社については、「関係会社管理規程」に基づき、経営上の重要な事項
を当社取締役会において審議し、子会社の適正な業務運営及び当社による実効性
のある管理の実現に努めました。また、各子会社からの業務執行状況の報告等を
通じて、子会社に対する監督を行うとともに、当社グループとしての一体感を醸
成することを目的として「グループ経営会議」を設置し、適宜開催しております。
　内部監査部門である監査部は、内部監査計画に基づき、法令・社内規程等の遵
守状況について、各部門を対象とする監査を実施し、その結果及び改善状況を代
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表取締役及び監査等委員会に報告しました。
　監査等委員である取締役は、監査方針を含む監査計画を策定し、月１回の定時
監査等委員会に加えて適宜臨時監査等委員会を開催し、監査等委員である取締役
間の情報共有に基づき会社の状況を把握いたしました。さらに、取締役会に出席
するとともに、取締役・執行役員その他使用人と対話を行い、監査部・会計監査
人と連携し、取締役及び使用人の職務の執行状況を監査しました。

7. 株式会社の支配に関する基本方針
　当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本
方針については、特に定めておりません。しかしながら、当社の企業価値及び株主
共同の利益に資さないものについては適切な対応が必要と考えており、今後の法制
度の整備や社会的な動向も見極めつつ、慎重に検討を行ってまいります。

8. 剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要課題のひとつとして位置付
けております。配当は、各期の連結業績および内部留保を総合的に勘案した上で、
親会社の所有者に帰属する当期利益に対する配当性向50％を目途に、将来の事業展
開等を総合的に考慮し決定することを基本方針としております。
　当社の剰余金の配当は、原則として中間配当及び期末配当の年２回実施すること
としております。配当の決定機関は、中間配当、期末配当共に取締役会であります。
なお、会社法第454条第５項の規定により「取締役会の決議により、毎年９月30日
を基準日として、中間配当を行うことが出来る」旨を定款で定めております。
　当期の期末配当金につきましては、上記の方針ならびに当連結会計年度の業績を
考慮し、１株当たり35円の配当を実施することとしました。この結果、当期の年間
配当金は、既に実施しております中間配当金１株当たり28円を含めまして、63円と
なりました。
　また、次期の配当金は、中間配当28円、期末配当35円とし、１株当たり年間配当
金63円を予定しております。

― 28 ―



貸 借 対 照 表
（2021年３月31日現在）

（単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額
（資産の部）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
リ ー ス 債 権
商 品
貯 蔵 品
前 渡 金
前 払 費 用
関 係 会 社 未 収 入 金
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
（有 形 固 定 資 産）
建 物
構 築 物
機械装置及び運搬具
工 具、 器 具 及 び 備 品
土 地
（無 形 固 定 資 産）
ソ フ ト ウ ェ ア
そ の 他
（投資その他の資産）
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
関 係 会 社 社 債
長 期 貸 付 金
関係会社長期貸付金
差 入 保 証 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

9,602
6,761
434
423
125
47
31
67

1,022
307
411
△28

22,887
(623)
406
2
16
6

191
(65)
58
7

(22,198)
1,520
2,411
34
341

17,075
686
83
97
△52

（負債の部）
流 動 負 債 13,059
買 掛 金 252
短 期 借 入 金 8,000
１年内返済予定の長期借入金 2,466
１年内償還予定の社債 200
未 払 金 821
未 払 費 用 63
未 払 法 人 税 等 370
前 受 金 34
預 り 金 679
賞 与 引 当 金 35
返 品 調 整 引 当 金 21
そ の 他 113
固 定 負 債 6,700
社 債 100
長 期 借 入 金 6,539
そ の 他 60

負 債 合 計 19,759
（純資産の部）

株 主 資 本 12,353
資 本 金 1,344
資 本 剰 余 金 1,231
資 本 準 備 金 1,231

利 益 剰 余 金 11,072
利 益 準 備 金 24
その他利益剰余金 11,047
繰越利益剰余金 11,047

自 己 株 式 △1,294
評 価 ・ 換 算 差 額 等 362

その他有価証券評価差額金 362
新 株 予 約 権 13
純 資 産 合 計 12,730

資 産 合 計 32,489 負債及び純資産合計 32,489
（注） 金額表示については、百万円未満の端数を切り捨てております。
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損 益 計 算 書

(20202021
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで)

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 4,541
営 業 収 益
関 係 会 社 受 取 配 当 金 3,568
業 務 受 託 手 数 料 1,612 5,180
売 上 高 及 び 営 業 収 益 合 計 9,722
売 上 原 価 2,048
売 上 総 利 益 7,673
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,341
営 業 費 用 1,314
販売費及び一般管理費並びに営業費用合計 3,655
営 業 利 益 4,017
営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 139
受 取 家 賃 123
そ の 他 13 276
営 業 外 費 用
支 払 利 息 73
支 払 手 数 料 47
賃 貸 収 入 原 価 104
そ の 他 25 251
経 常 利 益 4,042
特 別 利 益
関 係 会 社 株 式 売 却 益 2,236
そ の 他 110 2,347
特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 6 6
税 引 前 当 期 純 利 益 6,383
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 707
法 人 税 等 調 整 額 14 722
当 期 純 利 益 5,660

（注） 金額表示については、百万円未満の端数を切り捨てております。
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株主資本等変動計算書

(20202021
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで)

（単位：百万円）
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合 計資本準備金 資本剰余金

合 計 利益準備金

そ の 他
利益剰余金 利益剰余金

合 計繰 越
利益剰余金

2020年４月１日残高 1,344 1,231 1,231 24 8,695 8,720 △1,742 9,553

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △1,982 △1,982 △1,982

当 期 純 利 益 5,660 5,660 5,660

自己株式の取得 △878 △878

自己株式の消却 △1,326 △1,326 1,326 ―

株主資本以外の
項目の事業年度
中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 ― ― ― ― 2,351 2,351 448 2,800

2021年３月31日残高 1,344 1,231 1,231 24 11,047 11,072 △1,294 12,353

評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

2020年４月１日残高 164 164 13 9,731

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △1,982

当 期 純 利 益 5,660

自己株式の取得 △878

自己株式の消却 ―

株主資本以外の
項目の事業年度
中の変動額(純額)

197 197 0 198

事業年度中の変動額合計 197 197 0 2,998

2021年３月31日残高 362 362 13 12,730

（注） 金額表示については、百万円未満の端数を切り捨てております。
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個 別 注 記 表

1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）有価証券の評価基準及び評価方法
　 子会社株式及び

関連会社株式 ………… 移動平均法による原価法
その他有価証券
時価のあるもの ………… 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定）

時価のないもの ………… 移動平均法による原価法
（2）たな卸資産の評価基準及び評価方法

商 品 …………………… 月次総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
貯蔵品 …………………… 最終仕入原価法に基づく原価法（収益性の低下による簿価切下げの方

法）
（3）固定資産の減価償却の方法

有形固定資産 …………… 定率法によっております。
なお、主な耐用年数は、建物の３年～50年であります。

無形固定資産 …………… 定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期
間（５年）に基づく定額法を採用しております。

投資不動産 ………………定額法によっております。
リース資産 ………………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっており
ます。

（4）重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は決算日の直物為替相場より円貨に換算し、換算差額は損益として処理し
ております。

（5）引当金の計上基準
貸倒引当金 ……………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を
勘案し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金 ……………… 従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、将来の支給見込額
のうち当事業年度の負担額を計上しております。

返品調整引当金 ………… 将来に予想される返品に備えるため、過去の返品実績率に基づき、当
該返品に伴う売上総利益相当額を計上しております。

（6）重要な会計上の見積り
　 株式会社エフエネに対する貸付金の回収可能性

　当社は、連結子会社である株式会社エフエネ（以下「エフエネ」という。）に対して2021年3
月末時点で16,775百万円の長期貸付金を有しています。
　当社は当該貸付金に対してエフエネの機関決定された事業計画に基づく見積り将来キャッシ
ュ・フローの見込みから個別に回収可能性を検討することで貸倒引当金の見積りを行っており、
当事業年度末の引当金残高はゼロとなっています。
　エフエネから得られる将来キャッシュ・フローの見込みは、同社の事業計画に含まれる新規獲
得件数、解約率、１件当たり売上高、１件当たり原価、１件当たり販売手数料等の仮定に基づい
て測定しております。
　これらの仮定は、エフエネが属する産業の将来の経営環境の予測を含めた事業に対する理解、
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業界に関する知識に基づく経営者の最善の見積りによって決定されますが、将来の不確実な経済
条件の変動により影響を受ける可能性があり、仮定の見直しが必要となった場合には計算書類に
重要な影響を与える可能性があります。

（7）その他計算書類作成のための重要な事項
　 ① 消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。
　 ② 連結納税制度の適用

　連結納税制度を適用しております。
　 ③ 連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

当社及び一部の連結子会社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）
において創設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体
納税制度の見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行
に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号 2020年３月31日）第３項
の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号
2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、
改正前の税法の規定に基づいております。

2. 表示方法の変更
（損益計算書）
前事業年度において、「営業外費用」の「その他」に含めておりました「支払手数料」（前事

業年度５百万円）については、金額的重要性が高まったため、当事業年度より独立掲記しており
ます。

（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更）
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」(企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当

事業年度から適用し、個別注記表に（重要な会計上の見積り)を記載しております。

3. 貸借対照表に関する注記
（1）減価償却累計額

有形固定資産の減価償却累計額 …………………………………… 577百万円
投資不動産の減価償却累計額 ……………………………………… 1百万円

（2）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分掲記されたものを除く）
短期金銭債権 ………………………………………………………… 218百万円
短期金銭債務 ………………………………………………………… 1,108百万円
長期金銭債務 ………………………………………………………… 2,621百万円

（3）取締役に対する金銭債権
金銭債権 ……………………………………………………………… 134百万円

（4）担保に供している資産
現金及び預金 ……………………………………………………… 164百万円
建物及び構築物……………………………………………………… 370百万円
土地 ……………………………………………………… 191百万円
　上記資産について、買掛金81百万円、長期借入金175百万円、一年内返済予定の長期借入金
100百万円の担保に供しております。
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（5）保証債務
　 ＬＥＤレンタル契約に係る残価保証に対する保証債務

株式会社エフティコミュニケーションズ 104百万円
日本通信機器株式会社 22百万円
日本メディアシステム株式会社 18百万円
株式会社ＴＲＵＳＴ 13百万円
株式会社東名 7百万円
その他 21百万円
合計額 188百万円

（6）取引銀行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を締結しており、当座貸越契約及び貸出コ
ミットメントに係る借入実行残高を差し引いた額は次のとおりであります。
当座貸越契約及び貸出コミットメントの総額 6,300百万円
借入実行残高 6,000百万円
差引額 300百万円

（7）財務制限条項
　 　当社借入金のうち、2021年1月26日付で株式会社みずほ銀行との間で締結したコミットメント

ライン契約の借入金残高合計5,000百万円には下記の財務制限条項が付されており、当該条項に
抵触し債権者の要請があった場合には、当該債務の一括弁済をする可能性があります。
なお、当事業年度末において、当該財務制限条項を遵守しております。
① 連結会計年度(第２四半期を含む)の連結決算において、資本合計の金額を2020年３月期決
算における資本合計の金額の75％以上に維持すること
② 営業損益を黒字に維持すること
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4. 損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
営業取引
売 上 高 ………………………………………………………… 523百万円
営 業 収 益 …………………………………………………… 1,611百万円
仕 入 高 ………………………………………………………… 63百万円
営 業 費 用 …………………………………………………… 309百万円
販売費及び一般管理費 …………………………………………… 92百万円
営業取引以外の取引
受取利息及び配当金 ……………………………………………… 103百万円
受 取 家 賃 …………………………………………………… 111百万円

5. 株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度における自己株式の種類及び株式数に関する事項

当事業年度
期首株式数（株）

当事業年度
増加株式数（株）

当事業年度
減少株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

自 己 株 式
普 通 株 式 1,666,848 653,200 1,240,048 1,080,000
合 計 1,666,848 653,200 1,240,048 1,080,000
（注）１ 自己株式の増加は、取締役会決議に基づく自己株式の取得及び単元未満株式の買取によるもの

であります。
２ 自己株式の減少は、取締役会決議に基づく自己株式の消却によるものであります。

6. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
　返品調整引当金 6百万円
　棚卸資産 5百万円
　賞与引当金 11百万円
　貸倒引当金 24百万円
　未払事業税 29百万円
　預り金 18百万円
　前受金 9百万円
　減損損失 21百万円
　投資有価証券評価損 123百万円
　関係会社株式 129百万円
　その他 18百万円
繰延税金資産小計 399百万円
　評価性引当額 △247百万円
繰延税金資産合計 152百万円

繰延税金負債
　その他有価証券評価差額金 △68百万円
繰延税金負債合計 △68百万円
繰延税金資産の純額 83百万円
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7. 関連当事者との取引に関する注記
（1）子会社等

種 類 会社等の
名称 所在地 資本金

(百万円)
事業の
内容

議決権等
の所有
(被所有)
割合

関 係 内 容
取引の
内 容

取引金額
(百万円) 科 目 期末残高

(百万円)役員の
兼務等

事業上
の関係

子会社 ㈱エフエネ 東京都
中央区 30 電力の販売

(所有)
直接
100.0％

兼任
4名

資 金 の
貸 付

資金の貸付
(注)１

9,000 関係会社
長期貸付金 16,775

利息の受取 99
流動資産
その他
(未収利息)

―

子会社
㈱エフティ
コミュニケ
ーションズ

東京都
中央区 105通信機器の卸売

(所有)
直接
100.0％

兼任
3名

資 金 の
借 入

資金の借入
(注)１ 1,900 関係会社

長期借入金 1,907

利息の支払 7
流動負債
その他
(未払利息)

―

商 品
販 売 先

商品の販売
(注)２ 233 売掛金 28

業 務
受 託 先

業務受託収
入(注)３ 849 関係会社未収入金 114

子会社 ㈱ジャパン
ＴＳＳ

東京都
中央区 90

電気通信
設備の工
事

(所有)
直接
100.0％

兼任
1名

資 金 の
借 入

資金の借入
(注)１ 350 関係会社

長期借入金 351

利息の支払 1
流動負債
その他
(未払利息)

―

子会社 ㈱ウォータ
ーセレクト

東京都
中央区 10

コールセ
ンター事
業

(所有)
直接
99.9％

― 資 金 の
貸 付

資金の貸付
(注)１

41
流動資産
その他

(短期貸付金)
41

― 関係会社
長期貸付金 300

利息の受取 3
流動資産
その他
(未収利息)

―

　取引条件及び取引条件の決定方法等
（注）１ 資金の貸付及び借入については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
　 ２ 商品の販売については、一般的な取引条件を参考に決定しております。
　 ３ 業務受託収入については、業務内容等を勘案して両社協議により決定しております。

（2）兄弟会社等

種 類 会社等の
名称 所在地 資本金

(百万円)

事 業 の
内 容 ま
た は 職
業

議決権等
の所有
(被所有)
割合

関 係 内 容
取引の
内 容

取引金額
(百万円) 科 目 期末残高

(百万円)役員の
兼務等

事業上
の関係

親会社の
子会社

㈱アイ・
イーグル
ープ

東京都
豊島区 101

オ フ ィ
ス ・ オ
ー ト メ
ー シ ョ
ン 機 器
販売

― ― 商 品
仕入先

商品の仕
入（注） 38 買掛金 7

販売奨励
金の受取
（注）

41 未収入金 4

差 入
保証金 342

　取引条件及び取引条件の決定方法等
（注） 価格等の取引条件は、一般的な取引条件を参考に決定しております。
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（3）役員及び個人主要株主等

種 類 会社等の
名称 所在地 資本金

(百万円)

事 業 の
内 容 ま
た は 職
業

議決権等
の所有
(被所有)
割合

関 係 内 容
取引の
内 容

取引金額
(百万円) 科 目 期末残高

(百万円)役員の
兼務等

事業上
の関係

役員 畔柳 誠 ― ―
当 社 の
代 表 取
締役

(被所有)
直接
12.1％

―
資 金 の
貸 付
（注）

貸付金の
回収 1 長期貸付金 44

利息の受
取 0 ― ―

役員 石田 誠 ― ―
当 社 の
代 表 取
締役

(被所有)
直接
1.0％

―
資 金 の
貸 付
（注）

貸付金の
回収 1 長期貸付金 44

利息の受
取 0 ― ―

役員 島田 理廣 ― ― 当 社 の
取締役

(被所有)
直接
0.7％

―
資 金 の
貸 付
（注）

貸付金の
回収 1 長期貸付金 44

利息の受
取 0 ― ―

　取引条件及び取引条件の決定方法等
（注） 資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

8. １株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 410円97銭
１株当たり当期純利益 177円03銭

9. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本
独立監査人の監査報告書

2021年５月20日
株式会社エフティグループ
取 締 役 会 御 中

三 優 監 査 法 人
東京事務所
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 岩 田 亘 人 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 川 村 啓 文 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社エフティグループの
2020年４月１日から2021年３月31日までの第36期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類
等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正
に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載
されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立してお
り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書
類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること
が含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成すること
が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基
づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。
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計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬に
よる重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場
から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可
能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見
込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク
に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関
連する内部統制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手
した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重
要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認めら
れる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実
性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明
することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいてい
るが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内
容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別
した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその
他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵
守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除
去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以 上

― 39 ―



連 結 財 政 状 態 計 算 書
（2021年３月31日現在）

（単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額
（資産）

流 動 資 産
現金及び現金同等物
営業債権及びその他の債権
棚 卸 資 産
そ の 他 の 金 融 資 産
そ の 他 の 流 動 資 産
売却目的で保有する資産

非 流 動 資 産
有 形 固 定 資 産
使 用 権 資 産
の れ ん
無 形 固 定 資 産
そ の 他 の 金 融 資 産
繰 延 税 金 資 産
契 約 コ ス ト
その他の非流動資産

27,336
12,775
13,337
336
258
568
62

13,239
1,364
1,384
326
452
3,044
732
5,880
52

（負債）
流 動 負 債 17,934
営業債務及びその他の債務 5,326
有 利 子 負 債 10,629
未 払 法 人 所 得 税 309
そ の 他 の 金 融 負 債 9
そ の 他 の 流 動 負 債 1,648
売却目的で保有する資産に直接関係する負債 10
非 流 動 負 債 6,751
有 利 子 負 債 5,587
そ の 他 の 非 流動 負債 335
繰 延 税 金 負 債 827
負 債 合 計 24,685

（資本）
親会社の所有者に帰属する持分 15,890
資 本 金 1,344
資 本 剰 余 金 1,200
利 益 剰 余 金 14,639
自 己 株 式 △1,294
非 支 配 持 分 0
資 本 合 計 15,890

資 産 合 計 40,576 負 債 及 び 資 本 合 計 40,576
（注） 金額表示については、百万円未満の端数を切り捨てております。
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連 結 損 益 計 算 書

(20202021
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで)

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 収 益 41,329
売 上 原 価 24,859
売 上 総 利 益 16,470
そ の 他 の 収 益 848
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 11,716
そ の 他 の 費 用 119 10,987
営 業 利 益 5,483
金 融 収 益 162
金 融 費 用 97
税 引 前 当 期 利 益 5,548
法 人 所 得 税 費 用 2,315
当 期 利 益 3,232

当 期 利 益 の 帰 属
親 会 社 の 所 有 者 3,234
非 支 配 持 分 △2 3,232

（注） 金額表示については、百万円未満の端数を切り捨てております。
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連結持分変動計算書

(20202021
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで)

（単位：百万円）
親会社の所有者に帰属する持分

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 その他の包括
利益累計額 合計

2020 年 ４月１日残高 1,344 1,200 14,496 △1,742 - 15,299
当 期 包 括 利 益
　当 期 利 益 3,234 3,234
　そ の 他 の 包 括 利 益 172 172
当 期 包 括 利 益 合 計 - - 3,234 - 172 3,407
所 有 者 と の 取 引 額 等
　剰 余 金 の 配 当 △1,982 △1,982
　連 結 範 囲 の 変 動 44 44
　自 己 株 式 の 取 得 △878 △878
　自 己 株 式 の 消 却 △1,326 1,326 -
　支配継続子会社に対する持分変動 0 0
　新 株 予 約 権 の 発 行 0 0
　利益剰余金への振替 172 △172 -
所有者との取引額合計 - 0 △3,092 448 △172 △2,816
2021年３月31日残高 1,344 1,200 14,639 △1,294 - 15,890

非支配持分 資本合計
2020 年 ４月１日残高 206 15,505
当 期 包 括 利 益
　当 期 利 益 △2 3,232
　そ の 他 の 包 括 利 益 172
当 期 包 括 利 益 合 計 △2 3,405
所 有 者 と の 取 引 額 等
　剰 余 金 の 配 当 △1,982
　連 結 範 囲 の 変 動 △145 △101
　自 己 株 式 の 取 得 △878
　自 己 株 式 の 消 却 -
　支配継続子会社に対する持分変動 △58 △58
新 株 予 約 権 の 発 行 0
　利益剰余金への振替 -
所有者との取引額合計 △203 △3,019
2021年３月31日残高 0 15,890
（注） 金額表示については、百万円未満の端数を切り捨てております。
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連 結 注 記 表
1. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記
（1）連結計算書類の作成基準
　当社及びその子会社（以下「当社グループ」という。）の連結計算書類は、会社計算規則第120条
第１項の規定により、国際会計基準（以下「IFRS」という。）に準拠して作成しております。なお、
本連結計算書類は同項後段の規定により、IFRSで求められる開示事項の一部を省略しております。
　当社グループは、2020年３月31日に終了する連結会計年度からIFRSを適用しており、IFRS移行日
は2018年４月1日であります。

（2）連結の範囲に関する事項
　 連結子会社の数 14社

＜連結子会社の名称＞
株式会社エフティコミュニケーションズ 株式会社アイエフネット
株式会社ジャパンＴＳＳ 株式会社ＮＥＸＴ
株式会社ＴＲＵＳＴ 株式会社サンデックス
株式会社アントレプレナー 株式会社シー・ワイ・サポート
株式会社エフティオペレーションＳ＆Ｓ 株式会社ＦＲＯＮＴＩＥＲ
エコテクソリューション株式会社 株式会社エフエネ
株式会社ウォーターセレクト 株式会社エフティビジネスＳ＆Ｓ
・株式譲渡による減少 ：株式会社アローズコーポレーション
　 株式会社アレクソン
・吸収合併等による減少：株式会社エフティ北日本

株式会社エフティ東北
　 株式会社エフティ東海

株式会社エフティコミュニケーションズウェスト
株式会社エフティ九州
株式会社エフティエコソリューション

（3）会計方針に関する事項
　 ① 金融商品の評価基準及び評価方法

ａ．金融資産
(ⅰ)当初認識及び測定
　当社グループは、金融資産について、純損益またはその他の包括利益を通じて公正価値で測
定する金融資産または償却原価で測定する金融資産に分類しております。
　当社グループは、金融資産に関する契約の当事者となった取引日に当該金融資産を認識して
おります。
　全ての金融資産は、純損益を通じて公正価値で測定される区分に分類される場合を除き、公
正価値に取引費用を加算した金額で当初測定しております。また、重大な金融要素を含まない
営業債権は、取引価格で当初測定しております。
　金融資産は以下の要件をともに満たす場合には、償却原価で測定する金融資産に分類してお
ります。
・契約上のキャッシュ・フローを回収するために資産を保有することを目的とする事業モデ
ルに基づいて、資産が保有されている。
・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみであるキャッシ
ュ・フローが特定の日に生じる。

　償却原価で測定する金融資産以外の金融資産は、公正価値で測定する金融資産に分類してお
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ります。
　公正価値で測定する資本性金融商品については、当初認識時において個々の資本性金融商品
ごとに、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産に取消不能の指定をしており
ます。
(ⅱ)事後測定
　金融資産の当初認識後の測定は、その分類に応じて以下のとおり測定しております。
(a) 償却原価で測定する金融資産
　償却原価で測定する金融資産については実効金利法による償却原価により測定しておりま
す。
(b) 公正価値で測定する金融資産
　公正価値で測定する金融資産の公正価値の変動額は純損益として認識しております。
　ただし、資本性金融商品のうち、その他の包括利益を通じて公正価値で測定すると指定し
たものについては、公正価値の変動額はその他の包括利益として認識し、その累計額はその
他の包括利益累計額に認識後、直ちに利益剰余金に振り替えております。なお、当該金融資
産からの配当金については、金融収益の一部として当期の純損益として認識しております。

(ⅲ)認識の中止
　当社グループは、金融資産からのキャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅する、ま
たは当社グループが金融資産の所有のリスクと経済価値のほとんど全てを移転する場合におい
て、金融資産の認識を中止しております。当社グループが、移転した当該金融資産に対する支
配を継続している場合には、継続的関与を有している範囲において、資産と関連する負債を認
識いたします。
(ⅳ)金融資産の減損
　償却原価で測定する金融資産については、予想信用損失に対する貸倒引当金を認識しており
ます。
　当社グループは、四半期ごとに各金融資産に係る信用リスクが当初認識時点から著しく増加
しているかどうかを評価しており、当初認識時点から信用リスクが著しく増加していない場合
には、12ヶ月の予想信用損失を貸倒引当金として認識しております。一方で、当初認識時点か
ら信用リスクが著しく増加している場合には、全期間の予想信用損失と等しい金額を貸倒引当
金として認識しております。
　契約上の支払の期日経過が30日超である場合には、原則として信用リスクの著しい増大があ
ったものとしておりますが、信用リスクが著しく増加しているか否かの評価を行う際には、期
日経過情報のほか、当社グループが合理的に利用可能かつ裏付け可能な情報を考慮しておりま
す。
　なお、金融資産に係る信用リスクが期末日現在で低いと判断される場合には、当該金融資産
に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増大していないと評価しております。
　ただし、重大な金融要素を含んでいない営業債権については、信用リスクの当初認識時点か
らの著しい増加の有無にかかわらず、常に全期間の予想信用損失と等しい金額で貸倒引当金を
認識しております。
　予想信用損失は、契約に従って当社グループに支払われるべき全ての契約上のキャッシュ・
フローと、当社グループが受け取ると見込んでいる全てのキャッシュ・フローとの差額の現在
価値として測定しております。
　著しい景気変動等の影響を受ける場合には、上記により測定された予想信用損失に、必要な
調整を行うこととしております。
　当社グループは、期日経過が90日以上となる場合など金融資産の全体または一部分について
回収できず、または回収が極めて困難であると判断された場合には、債務不履行とみなしてお
ります。金融資産が信用減損している証拠がある金融資産については、総額での帳簿価額から
貸倒引当金を控除した純額に実効金利を乗じて利息収益を測定しております。
　当社グループは、ある金融資産の全体または一部分を回収するという合理的な予想を有して
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いない場合は、金融資産の総額での帳簿価額を直接減額で認識しております。
　金融資産に係る貸倒引当金の繰入額は、純損益で認識しております。貸倒引当金を減額する
事象が生じた場合は、貸倒引当金戻入額を純損益で認識しております。

ｂ．金融負債
(ⅰ)当初認識及び測定
　当社グループは、金融負債について、償却原価で測定する金融負債に分類しております。こ
の分類は、当初認識時に決定しております。
　当社グループは、発行した負債証券を、その発行日に当初認識しております。また、当該負
債証券以外のその他の金融負債は、全て、当該金融商品の契約の当事者になる取引日に当初認
識しております。
　なお、償却原価で測定する金融負債については、直接帰属する取引費用を控除した金額で測
定しております。
(ⅱ)事後測定
　償却原価で測定する金融負債については、当初認識後実効金利法による償却原価で測定して
おります。
　実効金利法による償却及び認識が中止された場合の利得及び損失については、金融費用の一
部として当期の純損益として認識しております。
(ⅲ)認識の中止
　当社グループは、金融負債が消滅したとき、すなわち、契約中の特定された債務が免責、取
消し、または、失効となった時に、金融負債の認識を中止しております。

　 ② 棚卸資産の評価基準及び評価方法
　棚卸資産は、原価と正味実現可能価額のいずれか低い金額で測定しております。棚卸資産は、
主に商品から構成され、原価は、購入原価ならびに現在の場所及び状態に至るまでに発生したそ
の他の全ての原価を含めております。原価は、主として月次総平均法を用いて算定しておりま
す。
　正味実現可能価額は、通常の事業の過程における見積販売価格から、完成までに要する見積原
価及び販売に要する見積費用を控除して算定しております。

　 ③ 有形固定資産及び無形資産の評価基準、評価方法及び減価償却又は償却の方法
ａ．有形固定資産
　有形固定資産の測定には原価モデルを採用し、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累
計額を控除した金額で表示しております。取得原価には、当該資産の取得に直接付随する費
用、解体・除去及び設置場所の原状回復費用の当初見積額を含めております。
　減価償却費は、償却可能価額を各構成要素の見積耐用年数にわたって、主として定額法によ
り算定しております。償却可能価額は、資産の取得原価から残存価額を差し引いて算出してお
ります。土地及び建設仮勘定は減価償却を行っておりません。
　主要な有形固定資産項目ごとの見積耐用年数は、以下のとおりであります。
建物及び構築物
３～50年
機械装置及び運搬具
７～17年

　資産の減価償却方法、耐用年数及び残存価額は各年度末に見直し、変更がある場合は、会計
上の見積りの変更として将来に向かって適用しております。

ｂ．のれん
　のれんは、取得原価から減損損失累計額を控除した金額で表示しております。
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　のれんは償却を行わず、配分した資金生成単位または資金生成単位グループに減損の兆候が
ある場合、及び減損の兆候の有無に関わらず各年度の一定時期に、減損テストを実施しており
ます。減損については「⑤非金融資産の減損」に記載しております。

c．無形資産
　無形資産の測定には原価モデルを採用し、取得原価から償却累計額及び減損損失累計額を控
除した金額で表示しております。自己創設無形資産については、資産認識の要件を満たすもの
を除き、関連する支出は発生時に費用処理しております。資産の認識基準を満たす自己創設無
形資産は、認識基準を最初に満たした日以降に発生する支出の合計額を取得原価としておりま
す。
　耐用年数を確定できる無形資産の償却費は、見積耐用年数にわたって、定額法にしておりま
す。
　耐用年数を確定できる主要な無形資産項目ごとの見積耐用年数は、以下のとおりでありま
す。
顧客関連資産 １０年
ソフトウエア ５年
　資産の償却方法、耐用年数及び残存価額は各年度末に見直し、変更がある場合は、会計上の
見積りの変更として将来に向かって適用しております。

　 ④ リース
（借手側）
　リース取引におけるリース負債は、リース開始日におけるリース料総額の未決済分の割引現
在価値として測定を行っています。使用権資産については、リース負債の当初測定額に当初直
接コスト、前払リース料等を調整し、リース契約に基づき要求される原状回復義務等のコスト
を加えた額で当初の測定を行っております。使用権資産は、資産の耐用年数またはリース期間
のうちいずれか短い方の期間にわたり規則的に、減価償却を行っております。
　リース料は、リース負債残高に対して一定の利子率となるように、金融費用とリース負債残
高の返済部分とに配分しています。金融費用は連結損益計算書上、使用権資産に係る減価償却
費と区分して表示しています。
　契約がリースであるか否か、又は契約にリースが含まれているか否かについては、法的には
リースの形態をとらないものであっても、契約の実質に基づき判断しております。
なお、リース期間が12ヵ月以内に終了するリース及び原資産が少額であるリースについて、当
該リースに関連したリース料を、リース期間にわたり定額法又は他の規則的な基礎のいずれか
により費用として認識しております。

（貸手側）
　ファイナンス・リース取引においては、正味リース投資未回収額をリース債権として連結財
政状態計算書に計上しており、受取リース料総額をリース債権元本相当部分と利息相当部分と
に区分し、受取リース料の利息相当部分は連結損益計算書において収益として認識しておりま
す。
　オペレーティング・リース取引においては、対象となる資産を連結財政状態計算書に計上し
ており、受取リース料は連結損益計算書においてリース期間にわたって定額法により収益とし
て認識しております。

　 ⑤ 非金融資産の減損
ａ．有形固定資産及びのれん以外の無形資産の減損
　当社グループでは、期末日ごとに、有形固定資産及び無形資産が減損している可能性を示す
兆候の有無を判断しております。
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　減損の兆候がある場合には、回収可能価額の見積りを実施しております。個々の資産の回収
可能価額を見積もることができない場合には、その資産の属する資金生成単位の回収可能価額
を見積もっております。資金生成単位は、他の資産または資産グループからおおむね独立した
キャッシュ・イン・フローを生み出す最小単位の資産グループとしております。
　回収可能価額は、処分コスト控除後の公正価値と使用価値のいずれか高い方で算定しており
ます。使用価値は、見積将来キャッシュ・フローを貨幣の時間価値及びその資産の固有のリス
クを反映した税引前の割引率を用いて現在価値に割り引いて算定しております。
　資産または資金生成単位の回収可能価額が帳簿価額を下回る場合には、その帳簿価額を回収
可能価額まで減額し、減損損失は純損益で認識しております。
　のれん以外の資産における過年度に認識した減損損失については、期末において、減損損失
の減少または消滅を示す兆候の有無を判断しております。減損の戻入れの兆候がある場合に
は、その資産または資金生成単位の回収可能価額の見積りを行っております。回収可能価額
が、資産または資金生成単位の帳簿価額を上回る場合には、回収可能価額と過年度に減損損失
が認識されていなかった場合の償却又は減価償却控除後の帳簿価額とのいずれか低い方を上限
として、減損損失の戻入れを実施しております。
ｂ．のれんの減損
　のれんは、企業結合のシナジーから便益を享受できると期待される資金生成単位または資金
生成単位グループに配分し、その資金生成単位または資金生成単位グループに減損の兆候があ
る場合、及び減損の兆候の有無に関わらず各年度の一定時期に、減損テストを実施しておりま
す。減損テストにおいて資金生成単位又は資金生成単位グループの回収可能価額が帳簿価額を
下回る場合には、減損損失は資金生成単位または資金生成単位グループに配分されたのれんの
帳簿価額から減額し、次に資金生成単位または資金生成単位グループにおけるその他の資産の
帳簿価額の比例割合に応じて各資産の帳簿価額から減額しております。
　のれんの減損損失は純損益に認識し、その後の期間に戻入れは行っておりません。

　 ⑥ 重要な引当金の計上基準
　引当金は、当社グループが過去の事象の結果として、現在の法的債務または推定的債務を負
い、当該債務を決済するために経済的資源の流出が生じる可能性が高く、かつ、その債務の金額
について信頼性のある見積りが可能な場合に認識しております。
　引当金は、貨幣の時間的価値が重要な場合には、期末日におけるキャッシュ・フローを貨幣の
時間価値及びその負債に特有のリスクを反映した税引前の利率を用いて現在価値に割り引いて測
定しております。
　当社グループは引当金として、資産除去債務を認識しております。

　 ⑦ 従業員給付
ａ．退職後給付
　当社グループは、主として従業員の退職後給付制度として確定拠出制度を採用しておりま
す。確定拠出制度については、確定拠出制度に支払うべき拠出額を、従業員が関連する勤務を
提供した時に費用として認識しております。
ｂ．その他の従業員給付
　短期従業員給付については、割引計算を行わず、関連するサービスが提供された時点で費用
として認識しております。
　賞与については、それらを支払う現在の法的もしくは推定的な債務を有し、信頼性のある見
積りが可能な場合に、それらの制度に基づいて支払われると見積られる金額を負債として認識
しております。
　有給休暇については、累積型有給休暇制度に係る法的債務または推定的債務を有し、信頼性
のある見積りが可能な場合に、それらの制度に基づいて見積られる金額を負債として認識して
おります。
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　 ⑧ 外貨換算
ａ．機能通貨及び表示通貨
　当社グループの各企業の個別財務諸表は、それぞれの機能通貨で作成しております。当社グ
ループの連結計算書類は、当社の機能通貨である日本円で表示しております。
ｂ．外貨建取引
　外貨建取引については、取引日における直物為替レートにより機能通貨に換算しておりま
す。期末日における外貨建貨幣性項目は期末日の決算日レートを用いて機能通貨に換算し、外
貨建非貨幣性項目は取得原価で測定されているものは取引日の為替レート、公正価値で測定さ
れているものは、公正価値が測定された日の為替レートを用いて換算しております。

　 ⑨ 収益認識
　IFRS第９号「金融商品」に基づく利息及び配当収益及びIFRS第16号「リース」に基づく賃貸
収入等を除き、以下の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。
ステップ１：顧客との契約を識別する。
ステップ２：契約における履行義務を識別する。
ステップ３：取引価格を算定する。
ステップ４：取引価格を契約における別個の履行義務へ配分する。
ステップ５：履行義務を充足した時点で(または充足するに応じて)収益を認識する。
　顧客との契約獲得のための増分コストのうち、回収可能であると見込まれる部分について資産
として認識しております。契約獲得のための増分コストとは、顧客との契約を獲得するために発
生したコストで、当該契約を獲得しなければ発生しなかったであろうものであります。当該資産
については、顧客の見積利用期間（３～４年）にわたって費用を配分しております。

（4）重要な会計上の見積り
　 契約コストの回収可能性

　当社グループは、顧客との契約得増分コストのうち、将来回収可能と見込まれる部分につい
て資産として認識しており、連結財政状態計算書上「契約コスト」に計上しており、2021年3
月末時点残高は5,880百万円となっています。　
　当該契約コストは、主にストック商材獲得のために代理店等へ支払う手数料であり、該当す
る財又はサービスが顧客へ提供されると予想される期間（３～４年）にわたって定額法により
償却しております。
　当該契約コストの回収可能性は契約条件や過去の実績データなどに基づいた顧客の予想残存
加入期間、解約率、１件当たり売上高、１件当たり売上原価等の仮定による見積りに依存して
いるため当該前提の著しい変動による回収可能性の低下により、連結計算書類に重要な影響を
与える可能性があります。

（5）その他連結計算書類作成のための重要な事項
　 ① 消費税等の会計処理
　 税抜方式によっております。
　 ② 連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。

2. 表示方法の変更
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更）
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」(企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当

連結会計年度から適用し、連結注記表に（重要な会計上の見積り）を記載しております。
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3. 連結財政状態計算書に関する注記
（1）資産から直接控除した貸倒引当金

営業債権及びその他の債権……………………………… 441百万円
そ の 他 の 金 融 資 産……………………………… 31百万円

（2）減価償却累計額
有形固定資産の減価償却累計額 …………………………… 1,497百万円

（3）担保に供している資産
現 金 及 び 現 金 同 等 物……………………………… 177百万円
有 形 固 定 資 産……………………………… 561百万円
　上記資産について、営業債務及びその他の債務507百万円、流動負債の有利子負債100百万
円、非流動負債の有利子負債175百万円及びその他の流動負債0百万円の担保に供しております。

（4）保証債務
　 ＬＥＤレンタル契約に係る残価保証に対する保証債務

日本通信機器株式会社 22百万円
日本メディアシステム株式会社 18百万円
株式会社東名 7百万円
その他 14百万円
合計額 62百万円

（5）取引銀行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を締結しており、当座貸越契約及び貸出コ
ミットメントに係る借入実行残高を差し引いた額は次のとおりであります。
当座貸越契約及び貸出コミットメントの総額 6,300百万円
借入実行残高 6,000百万円
差引額 300百万円

（6）財務制限条項
　 　当社借入金のうち、2021年1月26日付で株式会社みずほ銀行との間で締結したコミットメント

ライン契約の借入金残高合計5,000百万円には下記の財務制限条項が付されており、当該条項に
抵触し債権者の要請があった場合には、当該債務の一括弁済をする可能性があります。
なお、当連結会計年度末において、当該財務制限条項を遵守しております。
① 連結会計年度(第２四半期を含む)の連結決算において、資本合計の金額を2020年３月期決
算における資本合計の金額の75％以上に維持すること
② 営業損益を黒字に維持すること

4. 連結損益計算書に関する注記
その他収益
当連結会計年度において、当社の国内子会社５社（孫会社２社含む。）について、当社保有の株

式の一部または全部を譲渡したことにより、当該株式の売却に伴う利得760百万円（うち、保持し
ている投資を公正価値で評価したことによる影響額9百万円）を計上しております。
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5. 連結持分変動計算書に関する注記
（1）当連結会計年度における発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当連結会計年度期首
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式
普 通 株 式 33,262,316 ― 1,240,048 32,022,268
合 計 33,262,316 ― 1,240,048 32,022,268

（注） 発行済株式数の減少は、取締役会決議に基づく自己株式の消却によるものであります。

当連結会計年度期首
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

自 己 株 式
普 通 株 式 1,666,848 653,200 1,240,048 1,080,000
合 計 1,666,848 653,200 1,240,048 1,080,000

(注)１ 自己株式の増加は、取締役会決議に基づく自己株式の取得及び単元未満株式の買取によるものであり
ます。

　 ２ 自己株式の減少は、取締役会決議に基づく自己株式の消却によるものであります。

（2）配当に関する事項
　 ① 配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の
総額(百万円)

１ 株 当 た り
配 当 額 ( 円 ) 基準日 効力発生日

2020年５月20日
取 締 役 会 普通株式 1,105 35 2020年３月31日2020年６月24日
2020年11月10日
取 締 役 会 普通株式 876 28 2020年９月30日2020年12月15日

　 ② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当効力発生日が翌連結会計年度となるもの
決 議 株式の

種類
配当の
原資

配当金の
総額(百万円)

１株当たり
配当額(円 ) 基準日 効力発生日

2021年５月20日
取 締 役 会 普通株式 繰越利益

剰余金 1,082 35 2021年３月31日2021年６月23日

（3）当連結会計年度の末日における新株予約権に関する事項
決議日 新株予約権の数 目的となる

株式の種類
新株予約権の目的
となる株式の数

第10回新株予約権
2012年５月18日
定時取締役会決議

700個 普通株式 210,000株

第11回新株予約権
2018年６月20日
定時取締役会決議

4,300個 普通株式 430,000株

第12回新株予約権
2020年８月７日
臨時取締役会決議

3,400個 普通株式 340,000株

新株予約権個数合計 8,400個 新株予約権の目的
となる株式数合計 980,000株

　（注） 第11回、第12回新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。

― 50 ―



6. 金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項
　 ① 財務リスクの基本方針

当社グループは、事業活動を遂行する過程において、様々な財務上のリスク（信用リスク、
市場リスク及び流動リスク）に晒されております。そのため、社内管理規定等に基づき、定期
的に財務上のリスクのモニタリングを行い、リスクを回避又は低減するための対応を必要に応
じて実施しております。
　なお、当社グループでは、投機目的でのデリバティブ取引は行っておりません。

　 ② 金融商品に係るリスク管理体制
ａ．信用リスクの管理
　当社は、経理規定に従い、営業債権及びその他の債権、その他の金融資産について、各事業
部門及び財務経理部が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及
び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図ってお
ります。連結子会社についても、財務経理部が同様の管理を行っております。
　デリバティブ取引の利用にあたっては、カウンターパーティーリスクを軽減するために、信
用力の高い金融機関とのみ取引を行っております。
　連結会計年度の末日現在における最大信用リスクに対する最大エクスポージャーは、金融資
産の減損後の帳簿価額となりますが、過年度において重要な貸倒損失を認識した実績はありま
せん。
　当社グループでは、営業債権及びその他の債権とその他の金融資産に区分して貸倒引当金を
算定しております。
　営業債権及びその他の債権における貸倒引当金は、全期間の予想信用損失を集合的に測定し
ており、過去の信用損失の実績率に将来の経済状況等の予測を加味した引当率を乗じて算定し
ておりますが、当社グループが受け取ると見込んでいるすべてのキャッシュ・フローに不利な
影響を与える以下のような事象等が発生した場合には、信用減損している金融資産として個別
債権ごとに予想信用損失を測定しております。
　・取引先の深刻な財政困難
　・債権の回収や、再三の催促に対しての回収遅延
　・取引先が破産やその他財政再建が必要な状態に陥る可能性の増加
　その他の金融資産については、原則的なアプローチに基づき、信用リスクが著しく増加して
いると判定されていない債権については、同種の資産の過去の信用損失の実績率に将来の経済
状況等の予測を加味した引当率を帳簿価額に乗じて算定しております。信用リスクが著しく増
加していると判定された資産及び信用減損金融資産については、見積将来キャッシュ・フロー
を当該資産の当初の実効金利で割り引いた現在価値の額と、帳簿価額との間の差額をもって算
定しております。
ｂ．資金調達に係る流動性リスクの管理
　当社グループは、支払債務の履行が困難になる流動性リスクに晒されておりますが、当該リ
スクに関し、当社グループは運転資金の効率的な管理による資本効率の最適化、当社による資
金集中管理等により資金管理の維持に努めております。また、当社グループは各部署からの報
告に基づき、財務経理部が適時に資金繰り計画を作成・更新するとともに、手許流動性を維持
することなどにより、流動性リスクを管理しております。
ｃ．市場リスクの管理
　市場環境が変動するリスクにおいて、当社グループが晒されている主要なものには為替リス
ク、金利リスク、価格変動リスクがあります。
　デリバティブ取引については、経理規定に基づき、財務経理部が取引を行い、記帳及び契約
先と残高照会等を行っております。月次の取引実績は、財務経理部所管の役員及び経営会議に
報告しております。
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・為替リスク
当社グループは、外貨建ての金融取引を行っており、外国為替相場の変動リスクに晒されて
おります。
・金利リスク
当社グループは、運転資金及び設備投資資金の調達において金利変動リスクのある金融商品
を利用しております。当該金利変動リスクを低減するため、借入金の固定金利と変動金利の
適切なバランスを維持し、必要に応じて金利スワップ等のデリバティブ取引を利用しており
ます。
・株価変動リスク
当社グループは、事業戦略を円滑に遂行する目的で業務上の関係を有する企業の株式を保有
しており、資本性金融資産（株式）の価格変動リスクに晒されております。これらの資本性
金融商品については、定期的に市場価格や発行体の財政状態を把握し、保有状況を継続的に
見直しております。なお、当社グループでは、短期トレーディング目的で保有する資本性金
融資産はなく、これらの投資を活発に売買することはしておりません。

（2）金融商品の公正価値に関する事項
　当連結会計年度末における、金融商品の帳簿価額及び公正価値は以下のとおりであります。な
お、帳簿価額が公正価値と合理的に近似となっている金融商品及び重要性の乏しい金融商品は以下
に含めておりません。

当連結会計年度
(2021年３月31日)

帳簿価額
(百万円)

公正価値
(百万円)

金融負債
　長期借入金(１年内返済予定含む) 6,459 6,434
　社債(１年内償還予定含む) 299 298

公正価値の測定方法
・長期借入金
長期借入金については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率
で割り引く方法により算定しております。
・社債
社債については、元利金の合計額を、当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割
り引く方法により算定しております。

7. 収益認識に関する注記
（1）収益の分解
　当社グループは、販売先・サービス別の事業部を置き、事業部を統括する営業本部において包括
的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。
　当社グループでは、多種多様な製品及びサービスを提供しており、これらを「小売電力サービ
ス」、「回線サービス」、「情報通信サービス」、「環境サービス」及び「蓄電池サービス」に分類して
おります。
　これらのサービスラインから生じる収益は顧客との契約に従い計上しており、売上収益に含まれ
る変動対価等の金額に重要性はありません。また、約束した対価の金額に含まれており重要な金融
要素はありません。
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　顧客との契約及びその他の源泉から認識した収益は、次のとおりです。
（単位：百万円）

報告セグメント
ネットワーク
インフラ事業

法人ソリュー
ション事業 その他事業 合計

主要なサ
ービスラ
イン

小売電力サービス 15,447 － － 15,447
回線サービス 4,540 － － 4,540
情報通信サービス － 14,552 － 14,552
環境サービス － 4,024 － 4,024
蓄電池サービス － － 985 985
その他 801 － 977 1,778

合計 20,789 18,577 1,963 41,329
顧客との契約から認識した収益 20,187 18,521 1,963 40,672
その他の源泉から認識した収益（注） 601 55 － 657
（注）その他の源泉から認識した収益は、IFRS第16号に基づくリース収益です。

各サービスラインにおける履行義務の内容は次のとおりです。
　① 小売電力サービス
　小売電力サービスラインにおいては、電力の提供と維持管理を行うことを主要業務としておりま
す。このサービスは、当社グループと顧客との契約等に基づき、サービスの内容や当事者間の権利
と義務が定められ、サービス内容の区分可能性や顧客への移転パターンに基づき、主な履行義務を
以下の通り識別し、収益を認識しております。
　当社グループは、サービス契約者のニーズに応じてサービス契約を交わし、そのサービスを提供
した時点で充足されるものであります。当該金額は、履行義務の充足時点から概ね１～２ヶ月以内
に支払いを受けており、これらの契約についてはIFRS第15号「顧客との契約から生じる収益」（以
下、「IFRS第15号」という。）で規定される便法を適用して金融要素に係る調整は行っておりませ
ん。

② 回線サービス
　回線サービスラインにおいては、通信サービス契約を主要業務としております。このサービス
は、当社グループと顧客との契約等に基づき、サービスの内容や当事者間の権利と義務が定めら
れ、サービス内容の区分可能性や顧客への移転パターンに基づき、主な履行義務を以下の通り識別
し、収益を認識しております。
　当社グループは、サービス契約者のニーズに応じてサービス契約を交わし、そのサービスを提供
した時点で、充足されるものであります。当該金額は、履行義務の充足時点から概ね１ヶ月以内に
支払を受けており、これらの契約についてはIFRS第15号で規定される便法を適用して金融要素に係
る調整は行っておりません。

③ 情報通信サービス
　情報通信サービスラインにおいては、テレマーケティングや訪問販売などのチャネルを通じて、
OA機器、ビジネスホン、ファイルサーバー・UTM等の情報通信機器の販売・施工・保守、ならび
にインターネットサービスの提供を主要業務としております。このサービスは、当社グループと顧
客または信販会社との契約等に基づき、サービスの内容や当事者間の権利と義務が定められてお
り、サービス内容の区分可能性や顧客または信販会社への移転パターンに基づき主な履行義務を以
下の通り識別し、売上収益を認識しております。
　当社グループは、顧客にそのサービスを提供した時点で、信販会社においてはそのサービスの提
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供が信販会社で確認できた時点で充足されるものであります。当該金額は、履行義務の充足時点か
ら概ね１～２ヶ月以内に支払いを受けており、これらの契約についてはIFRS第15号で規定される便
法を適用して金融要素に係る調整は行っておりません。
　売上収益は契約において約束された対価で測定され、値引き、購入量に応じた割戻し等を控除し
ており、顧客への返金が見込まれる金額は返金負債として認識しております。なお、当社と顧客の
間に重要な返品に係る契約はありません。

④ 環境サービス
　環境サービスラインにおいては、テレマーケティングや訪問販売などのチャネルを通じて、ＬＥ
Ｄ・エアコン等の環境省エネ商材の販売・施工・保守を主要業務としております。このサービス
は、当社グループと顧客または信販会社との契約等に基づき、サービスの内容や当事者間の権利と
義務が定められ、サービス内容の区分可能性や顧客または信販会社への移転パターンに基づき、主
な履行義務を以下の通り識別し、収益を認識しております。
　当社グループは、顧客にそのサービスを提供した時点で、信販会社においてはそのサービスの提
供が信販会社で認識できた時点で充足されるものであります。当該金額は、履行義務の充足時点か
ら概ね１～２ヶ月以内に支払いを受けており、これらの契約についてはIFRS第15号で規定される便
法を適用して金融要素に係る調整は行っておりません。
　売上収益は契約において約束された対価で測定され、値引き、購入量に応じた割戻し等を控除し
ており、顧客への返金が見込まれる金額は返金負債として認識しております。なお、当社と顧客の
間に重要な返品に係る契約はありません。

⑤ 蓄電池サービス
　蓄電池サービスラインにおいては、テレマーケティングや訪問販売などのチャネルを通じて、蓄
電池・太陽光パネル等の販売・施工を主要業務としております。このサービスは、当社グループと
顧客または信販会社との契約等に基づき、サービスの内容や当事者間の権利と義務が定められ、サ
ービス内容の区分可能性や顧客または信販会社への移転パターンに基づき、主な履行義務を以下の
通り識別し、収益を認識しております。
　当社グループは、顧客にそのサービスを提供した時点で、信販会社においてはそのサービスの提
供が信販会社で認識できた時点で充足されるものであります。当該金額は、履行義務の充足時点か
ら概ね１～２ヶ月以内に支払いを受けており、これらの契約についてはIFRS第15号で規定される便
法を適用して金融要素に係る調整は行っておりません。
　売上収益は契約において約束された対価で測定され、値引き、購入量に応じた割戻し等を控除し
ており、顧客への返金が見込まれる金額は返金負債として認識しております。なお、当社と顧客の
間に重要な返品に係る契約はありません。

（2）契約残高
　顧客との契約から生じた契約残高は、次のとおりです。
　 （単位：百万円）

当連結会計年度
（2021年3月31日）

顧客との契約から生じた債権
　受取手形
　売掛金
契約負債

7,305
4

7,300
80

（注）契約負債は、主に顧客からの前受金に関連するものです。当連結会計年度において、過去の期
間に充足（または部分的に充足）した履行義務からの認識した収益の金額に重要性はありません。

― 54 ―



（3）残存履行義務に配分した取引価格
　当社グループの契約は、当初の予想契約期間が1年以内である契約及びサービス提供量に直接対
応する金額で顧客から対価を受ける契約で構成されているため、実務上の便法を適用し、残存履行
義務に関する情報は開示しておりません。なお、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に
含まれていない重要な金額はありません。

（4）顧客との契約の獲得又は履行のためのコストから認識した資産
　① 内訳
顧客との契約の獲得又は履行のためのコストから認識した資産の内訳は、次のとおりです。
　 　 （単位：百万円）

当連結会計年度
（2021年3月31日）

契約獲得のためのコスト 5,812
契約履行のためのコスト 67
合計 5,880

　② 償却及び減損損失
顧客との契約の獲得又は履行のためのコストから認識した資産について認識した償却及び減損損失
は次のとおりです。
　 　 （単位：百万円）

当連結会計年度
（2021年3月31日）

償却 3,469
減損損失 －

　当社グループは、顧客との契約獲得増分コストのうち、将来回収可能と見込まれる部分について
資産として認識しており、連結財政状態計算書上「契約コスト」に計上しております。
　当社グループにおいて、契約獲得増分コストとして認識している資産は、主にストック商材獲得
のために代理店等への手数料であります。当該資産は該当する財又はサービスが顧客へ移転するパ
ターンに応じて償却を行っております。なお、資産として認識した契約コストについては、期末日
及び各四半期末に回収可能性の検討を行っております。
　詳細は、1. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記（4）重要な会計
上の見積り「契約コストの回収可能性」をご参照ください。

8. １株当たり情報に関する注記
１株当たり親会社所有者帰属持分 513円 55銭
基本的１株当たり当期利益 101円 16銭

9. 重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
2021年５月20日

株式会社エフティグループ
取 締 役 会 御 中

三 優 監 査 法 人
東京事務所

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 岩 田 亘 人 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 川 村 啓 文 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社エフティグループの
2020年４月１日から2021年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連
結財政状態計算書、連結損益計算書、連結持分変動計算書及び連結注記表について監査を行
った。
　当監査法人は、会社計算規則第120条第１項後段の規定により指定国際会計基準で求めら
れる開示項目の一部を省略して作成された上記の連結計算書類が、株式会社エフティグルー
プ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況
を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の
責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、
会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果た
している。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断
している。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、連結計算書類を指定国際会計基準で求められる開示項目の一部を省略し
て作成することを認めている会社計算規則第120条第１項後段の規定により作成し、適正に
表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含
まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作
成することが適切であるかどうかを評価し、指定国際会計基準で求められる開示項目の一部
を省略して作成することを認めている会社計算規則第120条第１項後段の規定に基づいて継
続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を
監視することにある。
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連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又
は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書にお
いて独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又
は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思
決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程
を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示
リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断
による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものでは
ないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案する
ために、監査に関連する内部統制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた
会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又
は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関す
る重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注
意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場
合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の
結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、指定国際会計基準で求められる開示項目の一部を
省略して作成することを認めている会社計算規則第120条第１項後段の規定に準拠してい
るかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並
びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価す
る。
・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する
十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督
及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程
で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求めら
れているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規
定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び
阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告
を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ
り記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告書 謄本
監 査 報 告 書

当監査等委員会は、2020年４月１日から2021年３月31日までの第36期事業年度の取締役の
職務執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。
１．監査の方法及びその内容

監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締
役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）の状況につ
いて取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応
じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。
① 監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の
上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受
け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において
業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役
等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社からの事業報告を受けました。
② 事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第５号イの留意した事項及び同号ロの
判断及びその理由については、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容に
ついて検討を加えました。
③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す
るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を
求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われていることを確保するため
の体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成
17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説
明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類
（連結財政状態計算書、連結損益計算書、連結持分変動計算書及び連結注記表）について検討いた
しました。
2. 監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも
のと認めます。

　② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令及び定款に違反する重大な事実は認めら
れません。

　③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部
統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべ
き事項は認められません。

　④ 事業報告に記載されている親会社等との取引について、当該取引をするに当たり当社の利
益を害さないように留意した事項及び当該取引が当社の利益を害さないかどうかについて
の取締役会の判断及びその理由について、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人三優監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人三優監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2021年５月20日
株式会社エフティグループ 監査等委員会

監査等委員 大 嶋 敏 也 ㊞
監査等委員 半 田 茂 ㊞
監査等委員 隈 部 泰 正 ㊞

　 （注）監査等委員半田茂及び隈部泰正は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定
　 する社外取締役であります。

以 上
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株主総会会場ご案内図

〔会 場〕浅草ビューホテル ４階 飛翔の間
東京都台東区西浅草三丁目17番１号
連絡先 03－3847－1111 （ホテル代表番号）

〔交通のご案内〕
● つくばエクスプレス 「浅草駅」
● 東京メトロ銀座線 「田原町駅」
● 東京メトロ・都営浅草線 「浅草駅」
● 東武伊勢崎線 「浅草駅」
● JR「上野駅」よりタクシー利用

直結
徒歩７分
徒歩10分
徒歩10分
タクシー５分


